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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

(1) 連結経営指標等            

売上高 （百万円） 240,807 246,304 248,385 249,241 257,789 

経常利益 （百万円） 13,770 16,558 18,396 15,490 11,592 

当期純利益 （百万円） 7,023 6,686 7,549 17,752 4,951 

純資産額 （百万円） 68,836 75,880 102,924 119,532 123,169 

総資産額 （百万円） 251,951 248,794 258,894 268,812 282,206 

１株当たり純資産額 （円） 11,362.48 11,573.86 1,023.04 1,188.65 1,222.93 

１株当たり当期純利益金額 （円） 1,129.95 1,037.01 79.84 175.11 47.54 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － 79.56 174.99 47.50 

自己資本比率 （％） 27.3 30.5 39.8 44.5 43.6 

自己資本利益率 （％） 12.0 9.2 8.4 16.0 4.1 

株価収益率 （倍） － － 18.1 8.3 32.5 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 16,958 16,709 8,220 10,852 △7,820 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △9,688 △15,380 △15,593 △10,697 △15,161 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △17,436 △6,735 9,250 7,876 21,531 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（百万円） 41,312 35,905 37,782 45,814 44,364 

従業員数 （人） 22,700 22,676 22,734 23,046 24,185 

(2) 提出会社の経営指標等          

売上高 （百万円） 181,219 187,094 188,141 176,207 178,151 

経常利益 （百万円） 6,697 10,664 11,864 7,094 5,154 

当期純利益 （百万円） 3,778 5,400 5,758 11,186 3,949 

資本金 （百万円） 6,010 7,471 16,919 16,966 17,152 

発行済株式総数 （株） 6,058,243 6,556,234 100,370,542 100,404,142 100,566,742 

純資産額 （百万円） 43,189 47,666 73,267 86,674 89,396 

総資産額 （百万円） 181,592 178,187 186,975 190,034 203,687 

１株当たり純資産額 （円） 7,129.04 7,270.35 729.81 863.17 888.78 
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 （注）１．「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２．第37期以前の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、新株引受権付社債及び転換社債を

発行していないため記載しておりません。 

３．第37期以前の「株価収益率」については、当社株式は非上場・非登録であったため、記載しておりません。

４．第36期「１株当たり配当額」の第一新株は、平成12年４月１日に綜警電気産業㈱他３社と株式交換を行った

際に発行された新株であります。 

５．第36期「１株当たり配当額」の第二新株は、有償第三者割当増資による平成12年12月28日発行の新株であり

ます。 

６．第37期「１株当たり配当額」の第一新株は、平成13年４月１日に北海道綜合警備保障㈱、東北綜合警備保障

㈱、東京綜合警備保障㈱、大阪綜合警備㈱他10社と株式交換を行った際に発行された新株であります。 

７．第37期「１株当たり配当額」の第二新株は、有償第三者割当増資による平成13年８月１日発行の新株であり

ます。 

８．第37期「１株当たり配当額」の第三新株は、有償第三者割当増資による平成13年11月16日発行の新株であり

ます。 

９．第38期から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額」の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用してお

ります。 

10．平成14年８月１日付で株式１株につき13株の株式分割を行っております。 

なお、第38期の「１株当たり当期純利益金額」は、株式分割が期首に行われたものとして計算しておりま

す。 

11．第38期「１株当たり配当額」には、上場記念配当として、3円が含まれております。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額） 

（円） 

旧株120 

第一新株120 

第二新株 31 

(－) 

旧株245 

第一新株245 

第二新株164 

第三新株 92 

(－) 

20 

(－) 

17 

(－) 

17 

(－) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 607.86 837.55 62.61 111.33 39.16 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － 62.39 111.26 39.13 

自己資本比率 （％） 23.8 26.8 39.2 45.6 43.9 

自己資本利益率 （％） 10.6 11.9 9.5 14.0 4.5 

株価収益率 （倍） － － 23.1 13.0 39.4 

配当性向 （％） 18.0 29.3 31.9 15.3 43.4 

従業員数 （人） 13,036 12,786 12,727 11,710 11,664 
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２【沿革】 

年  月 概    要 

昭和40年７月 東京都千代田区内幸町二丁目20番に資本金25百万円をもって、警備請負業を主たる事業目的として

綜合警備保障株式会社を設立 

昭和41年８月 東京都千代田区にビル管理を行う綜合管財㈱（現綜警ビルサービス㈱）を設立 

昭和42年９月 法人向け機械警備「綜合ガードシステム」を開発、発売 

昭和43年12月 栃木県宇都宮市に警備請負業を主たる事業目的として北関東綜合警備保障㈱を設立 

昭和44年６月 広島県広島市に警備請負業を主たる事業目的として広島綜合警備保障㈱を設立 

昭和45年３月 日本万国博覧会の常駐警備を実施 

昭和47年６月 東京都港区に常駐警備を行う東京綜合警備保障㈱を設立 

昭和47年10月 宮城県仙台市に警備請負業を主たる事業目的として東北綜合警備保障㈱を設立 

昭和50年１月 無人化店舗のＣＤ(現金自動支払機)コーナーを自動制御する「アマンドシステム」を開発、発売 

昭和50年５月 札幌市中央区に警備請負業を主たる事業目的として北海道綜合警備保障㈱を設立 

昭和50年９月 常駐警備に設備制御・監視ができる設備を併用した「オルムシステム」を開発、発売 

昭和53年２月 東京都港区元赤坂一丁目６番６号に本社を移転 

昭和54年10月 消防用設備の定期点検業務を開始 

昭和57年12月 ビルメンテナンスの自動制御及び遠隔監視システム分野で菱電サービス㈱（現三菱電機ビルテクノ

サービス㈱）と業務提携  

昭和58年３月 東京都公安委員会による警備業認定証（第１号）を取得 

昭和59年９月 東京都港区に警備用機器の設置工事を行う綜警電気工事㈱を設立 

昭和63年４月 一般家庭向け機械警備「タクルス」を開発、発売 

平成６年11月 従来の「綜合ガードシステム」に加え、ガードセンターで現場の状況を画像と音声で認識ができる

「ピクルス」を開発、発売 

平成７年８月 都内の機械警備の一元的な集中監視と指令業務を行う東京指令センターを運用開始 

平成８年12月 警備情報処理の運用の効率化を図るためガードセンターの全国通信ネットワーク「ＳＯＫ－ＮＥ

Ｔ」を構築 

平成９年４月 従来のＣＤ機に加え収納代行、オンラインショッピング、情報検索機能等を搭載した多機能型ＡＴ

Ｍ「ＭＭＫ」を開発、発売 

平成９年10月 売上金やつり銭の流れを円滑化し、現金処理に係る要員の省力化・設備コストの削減に効果を発揮

する「入金機オンラインシステム」を開発、発売 

平成10年４月 一般家庭向けに、防犯・防災警備のほか救急情報、ホームバンキング、健康相談など生活便利機能

を備えた「ＳＯＫホームセキュリティ」を開発、発売 

平成11年６月 一般家庭向けに、非常通報などの機能を特化し低価格で警備を提供する「ＳＯＫホームセキュリテ

ィＳタイプ」を開発、発売 

平成14年２月 車両に異常があった場合インターネット対応携帯電話に車両位置情報を送信する、４輪車両盗難防

止システム「カービィボックス」を開発、発売 

平成14年９月 機械警備業務および常駐警備業務の設計および提供において、ＩＳＯ9001の認証を取得 

平成14年10月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場 

平成15年２月 携帯型端末を利用した通報機能付き位置情報提供・現場確認サービスである「あんしんメイト」サ

ービスを開始 

平成15年４月 警備用機器の仕入れを担当する部門子会社・綜警電気産業㈱を吸収合併し、業務を継承 

平成15年４月 常駐警備部門の一部を分社化し、警備請負業を主たる事業目的として綜警常駐警備㈱（東京都千代

田区）を設立 

平成15年７月 新コーポレートブランド「ＡＬＳＯＫ」を制定 

平成15年８月 アパート向け警備システム「ＡＬＳＯＫアパートガード」を開発、発売 

メールを使った企業向けリスクマネジメントツール「ＡＬＳＯＫ安否確認サービス」を開発、発売 

平成16年５月 防犯・防災事業関連分野、共同で開発する新規技術分野、有線・無線の通信を利用する情報サービ

ス分野でホーチキ㈱と業務提携 

平成16年11月 一般家庭向けに、センサー類の無線化や緊急性の高い侵入感知・非常通報・火災感知に機能を絞り

込むことで低価格で警備を提供する「ＡＬＳＯＫホームセキュリティ７」を開発、発売 
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３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社42社、持分法適用会社８社及び他の関係会社３社

で構成され、セキュリティ事業及びその他の事業を全国規模で展開しております。 

 また、海外で同様の事業を展開する台湾新光保全股份有限公司等は、連結子会社または持分法適用会社ではありま

せんが、営業及び運用面において、当社グループと相互協力体制を確立しております。 

 事業別にみますと、当社と連結子会社13社及び持分法適用会社８社の合計22社は、セキュリティ事業（機械警備業

務、常駐警備業務、警備輸送業務）及びその他の事業を実施し、全国ネットワークを構築しております。また、上記

の他、連結子会社21社は、主に常駐警備業務を実施し、綜警ビルサービス株式会社他1社は、常駐警備業務とその他

の事業を実施しております。 

 また、綜警電気工事株式会社、株式会社ジェイ・エフ・エル他２社の部門子会社は、当社及びグループ各社の警備

業務を側面から支援しており、その他部門子会社である綜警情報システム株式会社は、当社及びグループ各社に対し

ソフトウェア、システムの開発を、千代田管財株式会社は、当社及びグループ各社向けの損害保険代理業務を行って

おります。 

(1) セキュリティ事業 

セキュリティ事業は、機械警備業務、常駐警備業務、警備輸送業務の３業務に区分されます。 

ａ．機械警備業務 

 契約先に警報機器を設置し、通信回線により、侵入、火災、設備異常等の情報をガードセンターで遠隔監視

し、異常事態に際して、待機中の警備員が出動し対応する業務であります。法人向けの「ＡＬＳＯＫガードシス

テム」、一般家庭向けの「ホームセキュリティ」、キャッシュコーナー無人管理システムである「アマンドシス

テム」等がこれに該当致します。 

 当社とともに、東北綜合警備保障株式会社、北関東綜合警備保障株式会社、広島綜合警備保障株式会社他10社

の連結子会社、新潟綜合警備保障株式会社、北陸綜合警備保障株式会社他６社の持分法適用会社が本業務を展開

し、全国ネットワークを構築しております。 

ｂ．常駐警備業務 

 契約先の施設に警備員を配置し、出入管理、巡回、監視、緊急時の対応等を行う業務であります。イベント等

における雑踏警備、国内外の著名人、企業の役員などの身辺警護等もこの業務に含めております。 

 当社とともに、綜警常駐警備株式会社、北関東綜合警備保障株式会社、広島綜合警備保障株式会社他33社の連

結子会社、新潟綜合警備保障株式会社、北陸綜合警備保障株式会社他６社の持分法適用会社が本業務を展開して

おります。 

ｃ．警備輸送業務 

 金融業界のアウトソーシングの拡大により、流通業界等における売上金の回収やつり銭の配金等を実施する

「通貨処理システム」、ＡＴＭの総合的な管理をする「ＡＴＭ総合管理システム」、企業内に設置したＣＤの管

理を行う「企業内ＣＤ管理システム」及び現金、有価証券等を指定された場所から指定された場所へ輸送する

「現金輸送システム」及び「警送システム」等がこれに該当致します。 

 当社とともに、東北綜合警備保障株式会社、北関東綜合警備保障株式会社、広島綜合警備保障株式会社他10社

の連結子会社、新潟綜合警備保障株式会社、北陸綜合警備保障株式会社他６社の持分法適用会社が本業務を展開

しております。 

(2) その他の事業 

 その他の事業には、清掃管理、環境衛生管理、設備管理、消防用設備点検、電話応対業務等を行う綜合管理・防

災業務等があります。 

ａ．綜合管理・防災業務 

 清掃管理、環境衛生管理、設備管理、電話応対業務等を行う綜合管理業務や消防用設備等の点検・工事、各種

防災機材・用品等の販売などを行う防災業務があります。 

 当社とともに、綜警ビルサービス株式会社、愛知綜合警備保障株式会社他13社の連結子会社、新潟綜合警備保

障株式会社、北陸綜合警備保障株式会社他６社の持分法適用会社が本業務を展開しております。 
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ｂ．その他 

(a) 通報機能付き位置情報提供サービス「あんしんメイト」、「あんしんメイトi」 

 専用コールセンターへの通報機能を有する携帯型端末または携帯電話を使用し、ＧＰＳとモバイルデータ通

信による端末所持者の位置情報検索をはじめ、要請に基づき警備員による現場確認も実施するサービスであり

ます。 

(b) 四輪車両盗難防止システム「カービィボックス」 

 専用端末を車両に搭載し、車両に異常があった場合、電子メールで車両の状況を契約者の携帯電話等に送信

し、ＧＰＳ衛星による位置情報を提供する四輪車両盗難防止システムであります。 

(c) ＡＴＭトータル管理サービス「ＭＭＫ」 

 金融機関ＡＴＭ業務を忠実に代行するタイプと、公共料金収納代行、チケット販売、情報検索等多機能性を

実現するタイプがあり、ＡＴＭの所有から管理までの全てをパッケージ化することで、金融機関の業務の効率

化をサポートするサービスであります。 

(d) 企業向け危機管理サービス「ＡＬＳＯＫ安否確認サービス」 

 24時間稼動の危機管理情報センターを核に、災害時の安否確認や事故発生時の緊急連絡を電子メール・携帯

メールで行います。企業と社員間のコミュニケーションルートを常に確保することで、企業の危機管理をサポ

ートするリスクマネジメントサービスであります。 

(e) 知と技の融合「カスタマイズドロボットＣ４」 

 カメラによる監視機能と防犯・防災センサーによる警備機能に加え、タッチパネル操作で施設案内も可能で

あり、自律走行・自動充電を行う多機能ロボットであります。目的や用途にあわせて機能、外装等をカスタマ

イズできます。 

(f) 情報セキュリティ「ＡＬＳＯＫサーバＩＤ」 

 ホームページを開設している企業等の実在性を証明し、個人情報を保護するための暗号化通信を提供するサ

ービスであります。 

 当社とともに、東北綜合警備保障株式会社、北関東綜合警備保障株式会社、広島綜合警備保障株式会社他10

社の連結子会社、新潟綜合警備保障株式会社、北陸綜合警備保障株式会社他６社の持分法適用会社が本業務を

展開しております。 
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〔事業系統図〕 

 当社グループの事業部門及び業務区分ごとの主要会社並びに系統図は次の通りであります。 

 なお、取引は代表的なものについてのみ記載しております。 

 
契   約   先 

（注）１ 平成16年４月１日付で、東北綜合警備保障㈱は、仙台、福島地区の常駐警備部門を東北綜警常駐㈱として分

社致しました。 

２ 平成16年４月１日付で、富山県綜合警備保障㈱は、工事部門を㈱富綜テクノサービスとして分社致しました。

３ 平成16年９月24日付で、当社は、福島綜合警備保障㈱の全株式を取得し、子会社と致しました。これによ 

り、同社は、持分法適用会社から、連結子会社となりました。 

４ 平成16年10月１日付で、当社の鳥取支社、島根支社をＡＬＳＯＫ山陰㈱（連結子会社）として分社致しました。

        当   社    （注）3,4 

セキュリティ事業 

 
 

その他 
の事業 

機械警備
業務 

常駐警備
業務 

警備輸送
業務 

セキュリティ事業 
（常駐警備業務） 

セキュリティ事業 
（常駐警備業務） 
その他の事業 

連結子会社（21社）（注）1 

茨城綜合警備保障㈱ 
埼玉綜合警備保障㈱ 
千葉綜合警備保障㈱ 
綜警常駐警備㈱ 
東京綜合警備保障㈱ 
多摩綜合警備㈱ 
神奈川綜合警備保障㈱ 
京滋綜合警備保障㈱ 
大阪綜合警備㈱ 
大阪綜合管財㈱ 
山口綜合警備保障㈱ 
南四国綜合警備保障㈱ 
北四国綜合警備保障㈱ 
徳島綜合警備保障㈱ 
福岡綜合警備保障㈱ 
熊本綜合警備保障㈱ 
東北綜警常駐㈱（注）1 
東北綜合管財㈱ 
広島綜警サービス㈱ 
せとうち綜警サービス㈱ 
山口管財㈱ 

連結子会社（2社） 

綜警ビルサービス㈱ 
愛知綜合警備保障㈱ 

北海道綜合警備保障㈱ 
東北綜合警備保障㈱（注）1 
福島綜合警備保障㈱（注）3 
北関東綜合警備保障㈱ 
群馬綜合ガードシステム㈱ 
富山県綜合警備保障㈱（注）2 
中京綜合警備保障㈱ 
三重綜合警備保障㈱ 
ＡＬＳＯＫ山陰㈱（注）4 
広島綜合警備保障㈱ 
愛媛綜合警備保障㈱ 
長崎綜合警備㈱ 
佐賀綜合警備保障㈱ 

セキュリティ事業 
（機械警備、常駐警備、警備輸送の３業務）

その他の事業 

連結子会社（13社）（注）1,2,3,4 

持分法適用会社（８社） 

青森綜合警備保障㈱ 
新潟綜合警備保障㈱ 
東海綜合警備保障㈱ 
北陸綜合警備保障㈱ 
日本ガード㈱ 
宮崎綜合警備㈱ 
鹿児島綜合警備保障㈱ 
沖縄綜合警備保障㈱ 

セキュリティ事業 
（支援業務） 

綜警電気工事㈱ 
綜警リース㈱ 
㈱ジェイ・エフ・エル 
㈱富綜テクノサービス（注）2 

連結子会社（4社）（注）2 

その他の事業 
（支援業務） 

千代田管財㈱ 
綜警情報システム㈱ 

連結子会社（2社） 

部門子会社 

警備会社

機械警備
業務請負 

業務請負 警備輸送
業務請負

常駐警備
業務請負 業務請負 

警備用機器の仕入

業務委託 

業務受託

警備用機器設置工事 
ＡＴＭの保守 
警備用機器のリース 
ソフトウェア、システムの開発 
保険契約 

警備用機器設置工事 
ＡＴＭの保守 
警備用機器のリース 
ｿﾌﾄｳｪｱ、システムの開発
保険契約 
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４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容 

議決権の所有
割合(％) 

関係内容 

（連結子会社）          

北海道綜合警備保障㈱ 札幌市北区 20 
セキュリティ事業

その他の事業 
100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

東北綜合警備保障㈱ 仙台市泉区 30 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…４名 

福島綜合警備保障㈱ 福島県郡山市 200 同 上 100.0 
業務委託及び受託 

経営指導 

北関東綜合警備保障㈱ 

(注)４ 
栃木県宇都宮市 100 同 上 45.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…２名 

群馬綜合ガードシステム㈱ 

(注)４ 
群馬県前橋市 10 同 上 50.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

富山県綜合警備保障㈱ 

(注)４ 
富山県富山市 64 同 上 50.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…３名 

中京綜合警備保障㈱ 

(注)４ 
名古屋市中区 50 同 上 50.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

三重綜合警備保障㈱ 

(注)４ 
三重県四日市市 10 同 上 

50.0 

(20.0) 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

ＡＬＳＯＫ山陰㈱ 島根県松江市 30 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

広島綜合警備保障㈱ 

(注)４ 
広島市安佐南区 50 同 上 50.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…３名 

愛媛綜合警備保障㈱ 

(注)４ 
愛媛県松山市 40 同 上 50.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…３名 

長崎綜合警備㈱ 

(注)４ 
長崎県長崎市 20 同 上 50.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

綜警ビルサービス㈱ 東京都千代田区 60 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

設備の賃貸 

役員の兼任…２名 

愛知綜合警備保障㈱ 名古屋市東区 30 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

東北綜合管財㈱ 仙台市青葉区 10 セキュリティ事業 
100.0 

(100.0) 
業務委託 

東北綜警常駐㈱ 仙台市青葉区 20 同 上 
100.0 

(100.0) 
業務委託及び受託 
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名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容 

議決権の所有
割合(％) 

関係内容 

埼玉綜合警備保障㈱ さいたま市浦和区 20 セキュリティ事業 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…２名 

千葉綜合警備保障㈱ 千葉市花見川区 20 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…２名 

東京綜合警備保障㈱ 東京都新宿区 30 同 上 100.0 
業務委託及び受託 

経営指導 

綜警常駐警備㈱ 東京都千代田区 300 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…２名 

神奈川綜合警備保障㈱ 横浜市神奈川区 30 同 上 100.0 
業務委託及び受託 

経営指導 

京滋綜合警備保障㈱ 京都市下京区 20 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

大阪綜合警備㈱ 大阪市中央区 20 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

広島綜警サービス㈱  

 (注)４ 
広島市安佐南区 13 同 上 

50.0 

(50.0) 
業務委託及び受託 

山口綜合警備保障㈱ 山口県山口市 10 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

設備の賃貸 

役員の兼任…１名 

南四国綜合警備保障㈱ 高知県高知市 15 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

福岡綜合警備保障㈱ 福岡市博多区 20 同 上 100.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

綜警電気工事㈱ 

 (注)２ 
東京都港区 40 同 上 100.0 

警備用機器設置工事の発注及び委託 

経営指導 

設備の賃貸 

役員の兼任…１名 

綜警リース㈱ 東京都港区 100 同 上 100.0 

経営指導 

設備の賃貸 

役員の兼任…３名 

㈱ジェイ・エフ・エル 東京都港区 40 同 上 60.0 業務受託 

綜警情報システム㈱ 東京都杉並区 200 その他の事業 100.0 

ソフトウェア、システムの開発及び

運用 

経営指導 

設備の賃貸 

役員の兼任…１名 

その他 11社  ― ― ― ― ― 

（持分法適用関連会社）          

青森綜合警備保障㈱ 青森県青森市 30 
セキュリティ事業

その他の事業 
30.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 
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 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業部門の名称等を記載しております。 

２．特定子会社に該当しております。 

３．連結子会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％以下である

ため、主要な損益情報等を記載しておりません。 

４．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

５．持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としております。 

６．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．「平均年間給与」は下記の計算により求めています。 

平成17年３月支給分平均給与月額×12＋平成16年６月支給分平均賞与＋平成16年12月支給分平均賞与 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容 

議決権の所有
割合(％) 

関係内容 

新潟綜合警備保障㈱ 

(注)５ 
新潟県新潟市 48 

セキュリティ事業 

その他の事業 
15.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…２名 

北陸綜合警備保障㈱ 

(注)５ 
石川県金沢市 60 同 上 15.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…２名 

日本ガード㈱ 岐阜県岐阜市 51 同 上 31.3 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…３名 

鹿児島綜合警備保障㈱ 鹿児島県鹿児島市 20 同 上 20.0 

業務委託及び受託 

経営指導 

役員の兼任…１名 

その他 ３社 ― ― ― ― ― 

  平成17年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

セキュリティ事業 21,863 

その他の事業 416 

全社(共通) 1,906 

合計 24,185 

  平成17年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

11,664 33.8 10.9 5,197,118 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、特に下期以降、輸出の落ち込みとＩＴ関連製品の在庫調整を主因に中

だるみの状態が続きましたが、企業収益の大幅な改善や雇用環境の持ち直しなど、一部に回復の兆しも見られま

した。しかし、こうした好材料が消費の本格回復につながるまでには至らず、全体としては、景気は踊り場的な

局面にありました。 

 また、社会環境の面では、刑法犯総数が2年連続で減少するとともに検挙率も向上しており、治安動向の改善が

見られます。一方で、振り込め詐欺や児童の連れ去りなど国民の体感治安を悪化させる事件が増加しており、警

備業界においても社会のニーズに応える多様なセキュリティサービスの提供が求められました。 

 このような状況のもと、当社グループは、セキュリティ事業分野における営業員の増員による販売体制のさら

なる強化や個人市場をターゲットとする新商品「ＡＬＳＯＫホームセキュリティ７」で事業の拡大に努めて参り

ました。また、福島綜合警備保障㈱が株式の追加取得によって連結子会社になったこともあり、当連結会計年度

における売上高は、257,789百万円（前年同期比3.4％増）となりました。 

 また、当連結会計年度の利益につきましては、警備オペレーションの効率化や通信回線の切り替え、警報機器

の仕入価格の削減など、経営全般にわたるコスト改善を図り、収益基盤の強化に努めて参りましたが、営業強化

のための営業員大幅増員や度重なる台風の影響に伴う人件費等の運用コストの増加などが利益を圧迫し、営業利

益は10,962百万円（前年同期比24.3％減）、経常利益は11,592百万円（前年同期比25.2％減）、当期純利益は

4,951百万円（前年同期比72.1％減）となりました。 

 売上高の増減を事業部門別に見ますと、次の通りであります。 

 事業部門別の主要な変動要因は、次の通りであります。 

 ａ．セキュリティ事業 

 機械警備業務につきましては、金融機関を中心とした解約や値下げによる影響が減少し、不動産関連会社を中

心とした大口受注の拡大や一般の新規受注が増加したことから、法人向けの売上は堅調に推移しました。また、

個人市場をターゲットとして、平成16年11月に新たに販売を開始した「ＡＬＳＯＫホームセキュリティ７」は、

住宅メーカーとの提携や販売網の拡充等もあり、売上は順調に推移しました。特に、人口の集中する東京、名古

屋、大阪を中心に営業員の増員と営業所・セキュリティショップを増設したことが、機械警備受注拡大に繋がり

ました。以上の結果、機械警備業務部門の売上高は、136,469百万円（前年同期比3.8％増）となりました。 

 常駐警備業務につきましては、契約先の合理化による解約があったものの、ショッピングセンターや量販店等

の新規出店による受注並びにイベント警備等の臨時警備が寄与し、売上高は、64,998百万円（前年同期比3.5％

増）となりました。 

 警備輸送業務につきましては、金融機関の合理化・コスト削減の影響として、運用コースの削減・料金の見直

しによるマイナス要因がありましたが、コンビニＡＴＭの順調な展開に加え、金融機関からのアウトソーシング

が進み、堅調に推移しました。また、流通業、スーパー、量販店などを中心に「入金機オンラインシステム」の

受注が順調に推移し、売上高は40,434百万円（前年同期比7.8％増）となりました。 

 以上の結果、セキュリティ事業の売上高は、241,903百万円（前年同期比4.4％増）となりました。 

 ｂ．その他の事業 

 綜合管理および防災業務につきましては、大口顧客との契約の見直しにより前期に比べ売上はやや減少したも

のの、学校施設の綜合管理業務の受注は堅調に推移しました。また、ＡＴＭトータル管理サービス「ＭＭＫ」や

危機管理サービス「ＡＬＳＯＫ安否確認サービス」の販売は堅調で、通報機能付き位置情報提供サービス「あん

しんメイト」等の販売にも注力しました。 

 以上の結果、その他の事業の売上高は、15,886百万円（前年同期比8.9％減）となりました。 

    前連結会計年度 当連結会計年度 前年同期比 

事業部門 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率 

    （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

  機械警備業務 131,486 52.7 136,469 52.9 4,983 3.8 

 セキュリティ事業 常駐警備業務 62,800 25.2 64,998 25.2 2,198 3.5 

  警備輸送業務 37,515 15.1 40,434 15.7 2,919 7.8 

  小計 231,802 93.0 241,903 93.8 10,101 4.4 

その他の事業 17,439 7.0 15,886 6.2 △1,553 △8.9 

合 計 249,241 100.0 257,789 100.0 8,548 3.4 
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(2) キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動の結果減少した資金は7,820百万円（前年同期比は10,852百万円の資金の増加）でありま

す。その主な内容は、税金等調整前当期純利益11,974百万円（前年同期比62.3％減）、減価償却費による資金の内部

留保10,816百万円（前年同期比4.9％増）、法人税等の支払額7,533百万円（前年同期比10.8％増）、退職給付引当金

の減少による資金の減少14,810百万円（前年同期比27.4％減）、売上債権の増加による資金の減少1,525百万円（前年

同期は減少による資金の増加101百万円）、警備輸送業務用立替金等の増加による資金の減少6,029百万円（前年同期

比23.4％減）であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は15,161百万円（前年同期比41.7％増）であります。その主な内容

は、有形固定資産の取得による支出13,441百万円（前年同期比17.5％増）、投資有価証券の取得による支出2,644百万

円（前年同期比0.1％減）、ソフトウエア等のその他の支出3,142百万円（前年同期はその他の収入763百万円）、投資

有価証券の売却による収入1,632百万円（前年同期比54.6％減）、定期預金の減少による資金の増加（純額）2,529百

万円（前年同期は増加による資金の減少918百万円）であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動により増加した資金は21,531百万円（前年同期比173.4％増）であります。その主な内容

は、短期借入金の増加（純額）による資金の増加15,773百万円（前年同期同期比24.1％増）、長期借入れによる資金

の増加2,640百万円（前年同期比78.8％減）、長期借入金の返済6,061百万円（前年同期比3.5％減）、社債の発行によ

る資金の増加10,806百万円（前年同期比882.4％増）、配当金の支払額1,706百万円（前年同期比15.0％減）でありま

す。短期借入金の増加（純額）による資金の増加は、警備輸送業務用立替金等の増加にともなうものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当社グループは生産活動を行っておりませんが、当連結会計年度末日現在実施中の契約件数を事業部門及び業務

区分ごとに示すと、次の通りであります。 

区  分 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

対前年比 

金額（百万円） 金額（百万円） 増減（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,852 △7,820 △18,673 

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,697 △15,161 △4,463 

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,876 21,531 13,654 

現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 8,031 △1,450 △9,482 

現金及び現金同等物の期首残高 37,782 45,814 8,031 

現金及び現金同等物の期末残高 45,814 44,364 △1,450 

事業部門及び業務区分の名称 契約件数（件） 前年同期比（％） 

セキュリティ事業 

 （機械警備業務） 

  

399,680 

  

10.2 

（常駐警備業務） 2,651 13.3 

（警備輸送業務） 26,699 19.8 

小計 429,030 10.8 

その他の事業 57,312 7.3 

合計 486,342 10.3 
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(2) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業部門及び業務区分ごとに示すと、次の通りであります。 

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。    

   ２．販売実績が総販売実績の10％以上の相手先はありません。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループは、創業以来の経営方針である「立派な警備の提供」を堅持しつつ、「収益力の高い会社の実現」、

将来を見越した「発展性のある会社への成長」、信義・倫理道徳に優れた「社徳のある会社の確立」を目指し、グル

ープ一丸となってより一層の企業価値の向上に取り組んで参ります。 

 (1) 機械警備中心の業容拡大 

ａ．法人向け機械警備業務の営業力強化 

 法人向け機械警備市場に対しては、組織営業を強化するとともに大都市を中心とした重点地域への経営資源の集

中投入などの営業戦略を展開し、効率的でスピーディな営業の推進を図って参ります。 

ｂ．家庭・個人向け市場への積極的進出 

 家庭・個人向け市場に対しては、平成16年度を「ホームセキュリティ増強元年」と位置づけ、新商品「ホームセ

キュリティ７」の販売開始とともに営業員の増員、販売拠点の拡充に努めてまいりました。今期以降も、引き続き

営業体制を強化するとともに、家庭向け・高齢者向け等のニーズに合った新商品・新サービスの開発を課題として

取り組んでまいります。 

 (2) 合理化・効率化の推進 

 主に警備オペレーション部門と、経理・人事等の間接部門の業務見直しを中心に合理化・効率化を進めておりま

す。警備オペレーション部門では、誤報（機械の誤作動による警報）対策を重視しており、目標誤報率の設定と誤

報原因の集計分析、対策検討等を行っております。さらに、ガードセンターの地域間統合や出動コースの見直し、

警備機器の性能向上などハード・ソフトの両面から警備運用の合理化・効率化を実現していきます。 

 間接部門については、基幹業務系システムを全面刷新し、業務手続きを簡素化するプロジェクトを結成し、管理

コストの削減を進めております。 

 (3) 業務領域の拡大 

 当社グループは機械警備事業に代表される警備サービスの提供を経営の主柱としておりますが、警備業と親和性

の高い周辺業務についても幅広く取り組んでおります。他企業とのアライアンスにおいては、防犯・防災の統合ソ

リューションの提供を目指し、防災メーカー大手であるホーチキ株式会社と業務提携を結びました。当社グループ

の主要顧客である金融機関についても、現金処理業務のアウトソーシングといった新しいニーズに応えるべく運用

体制の整備を進めております。また、周辺業務に加え、警備業で培ったノウハウを活用できる新規業務についても

検討を開始しており、業務領域を更に拡大してまいります。 

 (4) グループ総合力の強化 

 グループ総合力の早期強化を図るため、事業の効率的運営や営業力強化を目指したグループ経営を推進しており

ます。平成16年9月には福島綜合警備保障株式会社の100％子会社化、平成16年10月にはＡＬＳＯＫ山陰株式会社の

簡易新設分割を実施いたしました。グループ構成の再編のみならず、利益計画の策定や人材配置といった諸課題に

おいてもグループ全体の最適化を目標とし、施策を展開しております。 

事業部門及び業務区分の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

セキュリティ事業 

 （機械警備業務） 

  

136,469 

  

3.8 

（常駐警備業務） 64,998 3.5 

（警備輸送業務） 40,434 7.8 

小計 241,903 4.4 

その他の事業 15,886 △8.9 

合計 257,789 3.4 
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 (5) 技術力の強化 

 当社グループは、新規事業・新商品開発に直結したマーケティング機能の強化や、研究開発要員の増強などを通

じて、開発体制を一層強化して参ります。また、情報通信やセンサー等の先端技術、専門技術を持つ有力企業との

技術分野でのアライアンス等を強化することにより、技術力の強化を図って参ります。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項として次のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

 (1) 特定の業種に対する売上への依存について 

 当社グループの売上は、金融機関に対するものが31.8％と高く、これら金融機関を取り巻く経済環境の動向によ

っては、店舗の統廃合による既存の契約物件の解約等により、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性が

あります。 

 (2) 機械警備業務について 

 当社グループは、売上高の52.9％を機械警備業務に依存しております。機械警備業務の運用は、ガードセンター

員および警備員の人件費の負担に加えて、ガードセンター・待機所の設備、機械警備用の車両、通信システム等の

活動基盤の構築及び維持のため、継続的な資本投入を前提としております。当社グループの機械警備業務に係る

様々な要因により、一定規模の契約物件を請け負えなくなった場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

 (3) 警備輸送業務用現金について 

 当社グループは、金融機関の子会社が取引先企業に設置する企業内ＣＤ機に格納するための現金、入金機オンラ

インシステム契約による売上金の立替え入金のための現金を、自己資金または当座借越しによる資金調達で充当し

ております。 

 これら警備輸送業務用現金の調達に伴う金利負担に対処するため、契約先から、資金立替手数料を受け取ってお

りますが、急激に金利が上昇した場合、金利の負担が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 (4) 特定の仕入先への依存について 

 当社グループのガードセンターに設置する警報システムの主要装置の一つであるセンタ装置については、開発お

よび供給のほとんどを日本電気株式会社に依存しております。センタ装置の取引については、商品売買基本契約を

締結し、通常見込まれる量の供給に備えるほか、万一の事態に備えて一定量の保守品を保有しておりますが、自然

災害等により、センタ装置の供給に障害が生じた場合、当社グループのガードセンターの運用に影響を与える可能

性があります。 

 (5) 技術環境の変化への対応について 

 当社グループが提供するサービスは、「高度化・凶悪化した犯罪への対応」、「既存設備の陳腐化の回避」、

「ＩＴ技術を応用した様々な業務の進展への対応」等のため、警備関連設備の開発やＩＴ技術への対応が不可欠と

なっております。 

 当社グループでは、提出会社の研究開発部門を中心に警備関連設備の開発やＩＴ技術への対応に努めております

が、技術環境の変化への対応に乗り遅れた場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 (6) 顧客情報の管理について 

 当社グループは、顧客と警備請負契約等を締結する際、関係者の氏名、住所、電話番号及び警備対象物件に係る

情報等の大量の顧客情報を取得しており、警備の実施や顧客管理に不可欠な基本情報として利用しております。当

社グループでは、顧客情報の管理の重要性を認識しており、情報セキュリティ委員会を設置し情報管理の強化に努

めております。また、グループ会社を対象とした企業包括保険である「個人情報漏えい保険」に加入しておりま

す。今後、不可抗力の事故を含め、顧客情報の管理に重要な問題が発生した場合、当社グループへの損害賠償請求

や信用の低下等につながり、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 
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 (7) 人材の確保について 

 近年、我が国では、平均寿命が延び、高齢化社会となる一方、少子化が進行しております。これらは新たな警備

需要の増加を期待できる反面、警備業のように労働集約型の業界においては、若年労働者を採用することが困難に

なる可能性があります。また、人材確保のため給与等の人件費の増額を実施した場合、当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。 

 (8) 法的規制について 

 当社グループは、セキュリティ事業及びその他の事業のサービスを提供するにあたり、各種の法的規制を受けて

おり、主なものは次の表に記載の通りであります。 

今後、これらの法的規制の改廃や新たな法的規制が設けられる場合には、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。 

 (9) 自然災害等について 

 当社グループは、地域ごとにネットワークを構築し、警備に関わる様々な情報を遠隔で集中監視しております。

ネットワークを構成する重要な要素として、警備対象先、ガードセンター、待機所等を結ぶ通信回線があります。

この通信回線の稼動状態は、第一種通信事業者が提供するサービスに依存しており、自然災害や事故等によって、

通信回線に重大な障害が発生した場合、遠隔監視による警備業務に問題が発生する可能性があります。 

 また、このような自然災害等がガードセンターの設置地域で発生した場合を想定して、ガードセンターには、耐

震化や監視場所の複数化等の施策を進めておりますが、想定外の規模の自然災害等が発生した場合、契約先からの

異常信号の受信が不可能となり、業務が停止することとなります。 

 この場合、当社グループへの損害賠償請求の発生や信用の低下等につながり、業績および今後の事業展開に影響

を与えるほか、ガードセンターの復旧等に巨額な費用を要する可能性があります。 

(10) 新株予約権（ストックオプション）について 

 当社は、取締役、執行役員及び従業員に対して、会社貢献意欲の向上及び士気高揚のため、ストックオプション

制度を導入し、一定のインセンティブを付与しております。 

 平成17年３月31日現在において、新株予約権の目的となる株式の数は、2,334千株であり、発行済株式数100,566

千株の2.3％に相当致します。これらの新株予約権が行使された場合、保有株主の株式価値を希薄化させる可能性

があります。 

 なお、当期末時点における未行使のストックオプションは次の通りであります。 

主要な関係業務 関係する法規 監督官庁等 

 機械警備業務 

 警備輸送業務 

 常駐警備業務 

 警備業法 
 国家公安委員会 

 都道府県公安委員会 

 機械警備業務 

 建設業法 

 建設業法施行令 

 建設業法施行規則 

 国土交通省 

 常駐警備業務  ボイラーおよび圧力容器安全規則 
 都道府県労働基準局所轄労働 

 基準監督署 

 警備輸送業務 

 貨物自動車運送事業法 

 貨物運送取扱事業法 

 道路運送車両法 

 倉庫業法 

 国土交通省 

 その他の事業 

（綜合管理・防災業務） 

 消防法 

 火災予防条例等 

 建築物における衛生的環境の確保に 

 関する法律 

 各消防本部 

 総務省 

 各自治体 

 厚生労働省 

 都道府県 
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  ストックオプションの付与状況（平成17年３月31日現在） 

（注）なお、新株予約権に係る詳細な内容につきましては、「第４ 提出会社の状況」の「１ 株式等の状況」の

うち「(２)新株予約権等の状況」および「(７)ストックオプション制度の内容」をご参照下さい。 

(11) 関連当事者との取引について 

（注） なお、各財団法人との取引状況につきましては、「第５ 経理の状況」の「１ 連結財務諸表等」の注記

事項のうち「関連当事者との取引」をご参照下さい。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。  

６【研究開発活動】 

 当社グループにおける研究開発活動は、主に提出会社で行っております。当社は市場競争力のある開発を行うた

め、開発に必要な技術力の強化を図り、マーケットのニーズを捉え、新規事業、新商品の開発を目指すことを基本方

針としております。当連結会計年度における研究開発費は、総額542百万円であります。 

(1) 業務用ロボットの開発 

 業務用ロボットのさらなる機能向上を図るため、屋外環境対応や高画質記録システムの研究開発を行っておりま

す。その成果は、愛・地球博に出展し、実証実験に供しております。 

 また、ロボットの低コスト化へ向けた各種構成機器類の構造変更・材質変更・量産機器活用の研究や初期消火機

能搭載、燃料電池での駆動などの研究開発を行っております。 

(2) 機械警備周辺機器・システムの研究開発 

 機械警備の顧客満足度を高めるために、異常を感知するセンサー、異常信号を送信する送信機器、出入管理シス

テム、位置検索システム、ＲＦＩＤ、各種通信インフラ対応などの研究開発を行っております。 

 株主総会 

 決議日 
付与対象者 

目的となる 

株式の種類 

目的となる 

株式の数 

１株当たり 

の行使価額 

行使時の 

払込金額 
行使期間 

 平成12年 

 ８月22日 
 取締役、従業員   普通株式      925千株    1,385円  1,281百万円 

平成14年９月１日から

平成19年８月21日まで

 平成13年 

 ６月28日 
 取締役、従業員   普通株式    722千株    1,382円   998百万円 

平成15年７月１日から

平成20年６月30日まで

 平成14年 

 ６月27日 

 執行役員、 

 従業員 
  普通株式    261千株    1,414円   369百万円 

平成16年７月１日から

平成21年６月30日まで

 平成15年 

 ６月27日 
 従業員   普通株式    426千株    1,338円   569百万円 

平成17年７月１日から

平成22年６月30日まで

 合計     －     －   2,334千株     －  3,219百万円       － 

 名 称  活 動 内 容 

 財団法人都市防犯研究センター 

１ 都市防犯に関する調査研究 

２ 都市防犯に関する講演会、シンポジウム、セミナー、国際会議等の開催 

３ 都市防犯に関する調査、研究又は広報活動を行う団体等に関する助成 

４ 都市防犯に関する研究誌、広報誌、会報その他の出版物の発行 

 財団法人ディフェンスリサーチ 

 センター   

１ 安全保障の基本に関する調査研究 

２ 海外の特定研究機関との安全保障に関する調査研究 

３ 安全保障に関する官公庁からの研究、教育受託 

４ 安全保障に関する普及啓発活動 

５ 安全保障に関する図書出版 

 財団法人村井順記念奨学財団 
  神奈川県内の工学系大学または工学系の学部に在学する学生を対象と

した返還不要の奨学金の支給。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、本報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

 (1) 重要な会計方針および見積り 

  当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたり、重要となる会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸

表等(1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通りであります。また、当社

グループは、連結財務諸表の作成上、各種引当金の見積もり計算や繰延税金資産の回収可能性の判断等に対し、

現在入手可能な前提に基づく合理的な見積りを反映させておりますが、将来、これらの見積りと大きな差を生じ

る可能性があります。 

 なお、重要な会計方針のうち、見積りや仮定等による影響が大きいと考えている項目は、次の通りでありま

す。 

 ａ.退職給付会計 

 退職給付債務および年金資産は、金額の算定手続きにおいて、年金数理計算上の見積もりや仮定計算が含まれ

ております。算定上の前提とした割引率、将来の給与水準、年金資産の期待運用収益率、退職率および死亡率の

見積もりや仮定等は、現在把握可能な各種のデータを勘案して設定しております。これらの前提に用いた見積も

りや仮定等と実績との間に生じる差異については、一定の年数による定額法で償却を行っており、将来における

営業費用等に影響を与える場合があります。 

 ｂ.繰延税金資産 

 繰延税金資産は、グループ会社各社の中期利益計画や事業リスク等に基づいて課税所得を見積り、会社別に回

収可能性を判断の上計上しております。従って、グループ会社各社の見積り後の増減や税率の変更等により、現

在計上している繰延税金資産に影響を与える場合があります。 

(2) 連結貸借対照表項目の比較分析 

  当社グループの連結貸借対照表の資産、負債、少数株主持分及び資本を項目別に対前年度で比較すると、次の通

りであります。  

  当連結会計年度末の資産総額は、前連結会計年度末と比較して13,394百万円（5.0％）増加し、282,206百万円と

なりました。うち流動資産は、9,011百万円(6.4％)増加の150,901百万円、固定資産は、4,383百万円(3.5％)増加

の131,305百万円となりました。 

 流動資産増加の主な要因は、警備輸送業務等の立替金8,788百万円の増加、繰延税金資産2,745百万円の増加、

受取手形及び売掛金1,784百万円の増加、自己資金による厚生年金基金への一括拠出等に伴う現金及び預金6,306

百万円の減少であります。 

 固定資産増加の主な要因は、建物及び構築物2,976百万円の増加、新基幹業務システムへの投資等による無形固

定資産(その他)2,127百万円の増加、投資有価証券1,387百万円の増加（純額）、厚生年金基金への一括拠出によ

る前払年金費用1,380百万円の増加、繰延税金資産4,955百万円の減少、保険積立金787百万円の増加、警報機器を

中心とする機械装置及び運搬具782百万円の増加であります。 

項目 

前連結会計年度 当連結会計年度 前年同期比 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

資産の部 

流動資産 141,889 52.8 150,901 53.5 9,011 6.4

固定資産 126,922 47.2 131,305 46.5 4,383 3.5

資産総額 268,812 100.0 282,206 100.0 13,394 5.0

負債の部 

流動負債 69,079 25.7 82,903 29.4 13,823 20.0

固定負債 65,750 24.4 60,675 21.5 △5,074 △7.7

負債総額 134,830 50.1 143,579 50.9 8,748 6.5

少数株主持分 14,449 5.4 15,458 5.5 1,008 7.0

資本の部総額 119,532 44.5 123,169 43.6 3,636 3.0
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  当連結会計年度末の負債総額は、前連結会計年度末と比較して8,748百万円（6.5％）増加し、143,579百万円と

なりました。うち流動負債は、13,823百万円(20.0％)増加の82,903百万円、固定負債は、5,074百万円(7.7％)減

少の60,675百万円となりました。 

 流動負債増加の主な要因は、警備輸送業務用現金等の調達に伴う短期借入金15,770百万円の増加、未払法人税

等2,220百万円の減少によるものであります。 

 固定負債減少の主な要因は、厚生年金基金への一括拠出等による退職給付引当金13,343百万円の減少、約定返

済による長期借入金3,123百万円の減少、社債10,900百万円の増加によるものであります。 

 

 当連結会計年度末の少数株主持分は、前連結会計年度末と比較して1,008百万円（7.0％）増加し、15,458百万

円となりました。 

 

 当連結会計年度末の資本の部総額は、前連結会計年度末と比較して3,636百万円（3.0％）増加し、123,169百万

円となりました。 

 資本の部総額増加の主な要因は、利益剰余金3,262百万円の増加、その他有価証券評価差額金343百万円の増加

によるものであります。 

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

  当社グループの連結損益計算書を項目別に対前年度で比較すると、次の通りであります。 

  当連結会計年度の売上高は、8,548百万円（3.4％）増加し、257,789百万円となりました。 

売上総利益につきましては、売上高8,548百万円の増加に対し、売上原価9,503百万円の増加により、955百万円

（1.4％）減少の65,383百万円となりました。 

 売上原価増加の主な要因は、現業部門の労務費4,533百万円の増加、機器の売却の増加に伴う工事・売却原価

1,485百万円の増加、入金機オンラインシステムの増加等による賃借料1,145百万円の増加によるものでありま

す。 

項目 

前連結会計年度 当連結会計年度 前年同期比 

金額 

（百万円） 

百分比 

（％） 

金額 

（百万円） 

百分比 

（％） 

増減額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

売上高 249,241 100.0 257,789 100.0 8,548 3.4

売上原価 182,902 73.4 192,405 74.6 9,503 5.2

売上総利益 66,339 26.6 65,383 25.4 △955 △1.4

販売費及び一般管理費 51,860 20.8 54,421 21.1 2,560 4.9

営業利益 14,478 5.8 10,962 4.3 △3,516 △24.3

営業外収益 2,762 1.1 2,552 1.0 △209 △7.6

営業外費用 1,750 0.7 1,922 0.8 171 9.8

経常利益 15,490 6.2 11,592 4.5 △3,898 △25.2

特別利益 19,666 7.9 700 0.2 △18,966 △96.4

特別損失 3,363 1.3 317 0.1 △3,046 △90.6

税金等 13,059 5.3 5,778 2.2 △7,280 △55.7

少数株主利益 980 0.4 1,244 0.5 263 26.9

当期純利益 17,752 7.1 4,951 1.9 △12,801 △72.1
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  営業利益につきましては、売上総利益955百万円の減少、販売費および一般管理費2,560百万円の増加により、

3,516百万円（24.3％）減少の10,962百万円となりました。 

 販売費および一般管理費増加の主な要因は、間接部門の人件費1,859百万円の増加、外形標準課税の導入等によ

る租税公課512百万円の増加によるものであります。 

 

 経常利益につきましては、営業利益3,516百万円の減少、営業外収益209百万円の減少、営業外費用171百万円の

増加により、3,898百万円（25.2％）減少の11,592百万円となりました。 

 営業外収益減少の主な要因は、前期まで持分法適用会社であった福島綜合警備保障㈱が連結子会社に移行した

こと等に伴う持分法による投資利益245百万円の減少であります。また、営業外費用増加の主な要因は、社債発行

費の償却額193百万円の計上であります。 

 

 当期純利益につきましては、経常利益3,898百万円の減少、特別利益18,966百万円の減少、特別損失3,046百万

円の減少、税金等（法人税、住民税および事業税、法人税等調整額の合計）7,280百万円の減少等により、12,801

百万円（72.1％）減少の4,951百万円となりました。 

 特別利益の減少は、前期は、厚生年金基金代行部分返上益19,666百万円を計上しておりましたが、当期は、投

資有価証券売却益700百万円のみが計上されていることによります。 

 特別損失減少の主な要因は、投資有価証券評価損の減少345百万円の他、前期は、貸倒引当金繰入額1,323百万

円、あしぎんフィナンシャルグループ株式等の投資有価証券売却損438百万円、固定資産の処分・評価損608百万

円、棚卸資産処分・評価損299百万円が計上されていたことによるものであります。 

 税金等の減少の主な要因は、厚生年金基金への一括拠出に伴う課税所得の低下等によるものであります。 

 

 なお、事業部門別の売上高の増減理由、キャッシュ・フローの状況につきましては、それぞれ「１業績等の概

要」に記載の通りであります。 

(4) 経営者の経営環境の動向及び影響に対する認識 

 ａ.治安情勢が市場に与える影響について 

 警察庁発表の犯罪統計資料（平成１６年１～１２月分）によると、刑法犯総数が2年連続で減少し、検挙率が増

加するなど犯罪情勢には一定の改善が見られます。しかし、凶悪な強盗事件や学校への不審者侵入、児童の連れ

去りなど世間を震撼させる事件が近年多発しており、体感治安の悪化傾向は継続するものと認識しております。 

 また、平成17年４月の個人情報保護法の完全施行に伴い、企業等で急ピッチの対応が進められる一方、個人情

報の漏洩事案が後を絶たず、情報管理の重要性は益々高まるものと認識しております。 

 このような体感治安の悪化や情報管理の重要性の高まりは、セキュリティの需要を拡大させていくとともに、

ニーズの更なる多様化を進めることが予想され、それらへの対応に向けた開発力やマーケティング力の強化の必

要性が高まるものと認識しております。 

 ｂ.景気動向について 

 景気が緩やかに回復する中、生産や設備投資が増加するなど企業部門の改善が続き、雇用環境情勢や家計の所

得改善へつながれば、家計の消費は増加していくものと期待しております。 

 また、公共投資については、財務省の予算編成により７年連続で削減される方針が固まる中、総じて低調に推

移しており、このまま官庁向け物件のマイナス成長が続けば、中期的には同物件に対する売上が低下する恐れが

あります。住宅建設については、おおむね横ばいの状態が続いておりますが、雇用の改善に加え、家計の所得環

境が回復すれば、今後は底堅く推移していくものと期待しております。 

 なお、法人向けの物件については企業収益が好転していること、個人向けの物件については、体感治安の悪化

や雇用環境が改善しつつあること等により、双方の売上に堅調な増加を見込んでおります。 

 しかし、企業のコスト意識が根強く残っているため、大幅な単価改善は期待できないものの、値下げについて

は景気の回復を受けて減少するものと認識しております。 

 ｃ.雇用および少子高齢化問題 

 平成16年の合計特殊出生率は1.29と低下傾向が続き、本格的な少子高齢化時代に突入するスピードが速まって

おり、経済環境・社会環境ともに様々な変化を遂げるものと考えております。  
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  当社グループにおいては、平成19年より始まる団塊世代の大量定年に備え、とくに製造業で若年労働者を確保す

る動きが顕著なことから、今後の当社グループの求人活動に影響を与える恐れがあり、各種合理化策に加え、人

材の確保を強力に推し進める必要があると認識しております。 

 一方で、少子高齢化に伴う単独世帯の増加など家族構成の多様化は、新たなセキュリティの需要を生み出す機

会になるものと認識しております。 

 

 当社グループは、利益の獲得及び今後の安定成長の基盤作りに向けて、様々な成長戦略諸施策を実施してまい

ります。成長戦略の概要につきましては、「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記

載の中長期的な経営戦略の内容をご参照ください。 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、警備業務を中心とした事業の拡大への対応と能力の向上を図るため、当連結会計年度において

有形固定資産並びに無形固定資産へ総額16,537百万円の設備投資を実施致しました。 

 （セキュリティ事業） 

  機械警備業務においては、警備用機器の設置に8,165百万円（含む建設仮勘定772百万円）、建物の新設・改築や基

幹系業務システムの取得等に4,430百万円の合計12,595百万円の設備投資を実施致しました。 

  常駐警備業務においては、建物の新設や器具備品の設置等に合計1,054百万円の設備投資を実施致しました。 

  警備輸送業務においては、建物の新設・改築に854百万円、器具備品や基幹系業務システムの取得等に1,531百万円

合計2,385百万円の設備投資を実施致しました。 

 （その他の事業） 

  綜合管理・防災業務、情報通信及びネットワークシステム等に対して、502百万円の設備投資を実施致しました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループは、国内において多数の事業所を有し、セキュリティ事業を中心に事業を展開しています。そのた

め、主要な設備の状況は、事業部門別に一括記載しております。 

 当連結会計年度における主要な設備の状況は、次の通りであります。 

(1) 事業部門別内訳 

（注）１．帳簿価額「その他」は車両、建設仮勘定及びその他の有形固定資産です。金額には、消費税等は含まれ

ておりません。 

   ２．上記のほか、機械装置、営業所・事務所等を中心に賃借資産があり、当連結会計年度の賃借料は14,831

百万円であります。 

  平成17年３月31日現在

事業部門の名称 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物及び構

築物 

機械装置及
び工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

セキュリティ事業            

（機械警備業務） 10,234 19,541 
7,529 

(62,134.18)
1,036 38,342 9,048 

（常駐警備業務） 2,566 472 
3,097 

(27,597.54)
104 6,242 8,902 

（警備輸送業務） 5,482 647 
4,869 

(39,244.73)
268 11,268 3,913 

小計 18,284 20,662 
15,496 

(128,976.45)
1,409 55,852 21,863 

その他の事業 627 308 
798 

(5,767.01)
17 1,752 416 

消去又は全社 342 437 
808 

(6,449.61)
1 1,589 1,906 

合計 19,254 21,407 
17,103 

(141,193.07)
1,428 59,194 24,185 
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(2) 提出会社の状況 

(3) 子会社の状況 

  平成17年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名
称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
(人) 建物及び構

築物 

機械装置及
び工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 

(東京都港区) 

全社的管理・

販売業務 

建物及び構築

物、工具器具

備品 

153 1,836 
― 

― 
302 2,293 1,064 

警送千葉支社他 

（千葉市美浜区

他） 

千葉県内４支社 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

2,184 951 
828 

(3,305.78)
21 3,986 588 

埼玉中央支社他 

（さいたま市大宮

区他） 

埼玉県内４支社 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

661 1,075 
379 

(2,935.44)
33 2,150 645 

神戸支社 

(神戸市中央区) 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

752 568 
670 

(1,183.07)
27 2,019 327 

静岡支社他 

（静岡県静岡市

他） 

静岡県内２支社 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

186 693 
1,109 

(3,305.80)
24 2,013 541 

名古屋支社他 

（名古屋市中区

他） 

愛知県内４支社 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

302 1,296 
197 

(1,071.93)
56 1,852 808 

北海道支社 

（札幌市中央区） 

  

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

743 670 
228 

(2,943.40)
17 1,659 377 

  平成17年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名
称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
(人) 建物及び構

築物 

機械装置及
び工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

広島綜合警備保障㈱ 

(広島市安佐南区) 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

975 914 
2,111 

(12,006.44)
84 4,085 505 

東北綜合警備保障㈱ 

(仙台市泉区) 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

1,395 704 
1,259 

(26,263.31)
93 3,453 703 

北関東綜合警備保

障㈱ 

(栃木県宇都宮市) 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

2,467 224 
637 

(9,918.36)
68 3,398 537 

群馬綜合ガードシ

ステム㈱ 

(群馬県前橋市) 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

943 525 
1,375 

(14,444.30)
125 2,970 366 

福島綜合警備保障㈱ 

(福島県郡山市) 

セキュリティ

事業、その他

の事業 

建物及び構築

物、土地、警

報機器 

362 677 
600 

(7,112.00)
58 1,697 531 
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３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループは、設備の新設・拡充の計画が多岐にわたるため、事業部門及び業務区分ごとの数値を記載しており

ます。 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、15,000百万円

であり、その内訳は次の通りであります。 

  （注）１.金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２.設備投資は、自己資金、銀行借入金によって賄う予定であります。 

 ３.既存の基幹業務システムに係るソフトウェア100百万円を除却予定であります。 

事業部門及び業務区分の名称 
設備投資予定額 
（百万円） 

設備等の主な内容・目的 

 機械警備業務 12,000 ガードセンター設備、契約先設置警備用機器、機動車両等

 常駐警備業務 1,000 警備車両、警備隊使用機器の設置等 

 警備輸送業務 1,500 資金センター設備、警送車両等 

小計 14,500   

 その他の業務 500 ネットワークシステム等 

合計 15,000   
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には平成17年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の

行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2)【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権の状況 

（平成12年８月22日臨時株主総会決議） 

 （注）１．新株引受権の行使の条件につきましては、平成12年８月22日開催の臨時株主総会決議及び平成

12年10月26日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した

「新株引受権付与契約」に定められております。 

    ２．新株引受権の目的となる株式の数及び新株引受権の行使時の払込金額（総額）は、臨時株主総

会決議における新株発行予定数及び行使予定払込金額から、次の新株引受権の目的となる株式

の数及び払込金額を減じております。 

     (1) 提出日の前月末までに権利が行使された新株引受権 

     (2) 「新株引受権付与契約」の権利行使条件により権利を喪失した者の新株引受権 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成17年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成17年６月30日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 100,566,742 100,573,742 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 100,566,742 100,573,742 － － 

 
事業年度末現在 

（平成17年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年５月31日） 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 925,600 924,600 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,281,956,000 1,280,571,000 

新株予約権の行使期間 
平成14年９月１日から 

平成19年８月21日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,385 

資本組入額   1,385 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡又は担保に供すること

は認めない 
同左 
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② 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権の状況 

（平成13年６月28日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株引受権の行使の条件につきましては、平成13年６月28日開催の定時株主総会決議及び平成

13年10月25日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した

「新株引受権付与契約」に定められております。 

    ２．新株引受権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、臨時株主総

会決議における新株発行予定数及び行使予定払込金額から、次の新株予約権の目的となる株式

の数及び払込金額を減じております。 

     (1) 提出日の前月末までに権利が行使された新株引受権 

     (2) 「新株引受権付与契約」の権利行使条件により権利を喪失した者の新株引受権 

③ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の行使の条件につきましては、平成14年６月27日開催の定時株主総会決議及び平成

14年８月27日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象執行役員及び従業員との間で締結した

「新株予約権付与契約」に定められております。 

    ２．新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、臨時株主総

会決議における新株発行予定数及び行使予定払込金額から、次の新株予約権の目的となる株式

の数及び払込金額を減じております。 

     (1) 提出日の前月末までに権利が行使された新株予約権 

     (2) 「新株予約権付与契約」の権利行使条件により権利を喪失した者の新株予約権 

 
事業年度末現在 

（平成17年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年５月31日） 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 722,300 716,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 998,218,600 989,926,600 

新株予約権の行使期間 
平成15年７月１日から 

平成20年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,382 

資本組入額   691 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡又は担保に供すること

は認めない 
同左 

 
事業年度末現在 

（平成17年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年５月31日） 

新株予約権の数（個） 2,610 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 261,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 369,054,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日から 

平成21年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,414 

資本組入額   707 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡は認めない 同左 
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 ④ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （平成15年６月27日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の行使の条件につきましては、平成15年６月27日開催の定時株主総会決議及び平成

15年11月26日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した

「新株予約権付与契約」に定められております。 

    ２．新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、臨時株主総

会決議における新株発行予定数及び行使予定払込金額から、次の新株予約権の目的となる株式

の数及び払込金額を減じております。 

       「新株予約権付与契約」の権利行使条件により権利を喪失した者の新株予約権 

(3)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
事業年度末現在 

（平成17年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年５月31日） 

新株予約権の数（個） 4,260 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 426,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 569,988,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,338 

資本組入額   669 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡又は担保に供すること

は認めない 
同左 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金 
増減額 
(百万円)

資本金
残高 
(百万円)

資本準備
金増減額
(百万円)

資本準備
金残高 
(百万円)

摘要 

平成12年 

４月１日 
1,663,515 6,745,423 831 4,261 5,376 6,397 株式交換（注）１ 

平成12年 

９月25日 
△1,201,080 5,544,343 △600 3,660 ― ― 

合併・株式消却 

㈱やえざくら 

  

  

  

  

平成12年 

12月28日 

173,900 5,718,243 1,330 4,990 1,330 7,727 

有償第三者割当 

当社役員及び従業員（９名） 

関係会社役員他（32名） 

取引先（７社） 

発行価格  15,300円 

資本組入額 7,650円 

  340,000 6,058,243 1,020 6,010 1,020 8,747 

有償第三者割当 

従業員持株会 

発行価格  6,000円 

資本組入額 3,000円 
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 （注）１．グループ間の株式持合いの解消、適切な情報開示体制の確立を目指し、グループ会社の再編を行いました。

なお、次の表における交換比率は、被交換株式１株に対する当社株式の交換比率であります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金 
増減額 

(百万円)

資本金
残高 
(百万円)

資本準備
金増減額
(百万円)

資本準備
金残高 

(百万円)
摘要 

平成13年 

４月１日 
277,791 6,336,034 138 6,149 3,137 11,885 株式交換（注）２ 

平成13年 

８月１日 
100,000 6,436,034 300 6,449 300 12,185 

有償第三者割当 

従業員持株会 

発行価格  6,000円 

資本組入額 3,000円 

平成13年 

11月16日 
120,200 6,556,234 1,021 7,471 1,021 13,206 

有償第三者割当 

取引先(16社) 

発行価格  17,000円 

資本組入額 8,500円 

平成14年 

８月１日 
78,674,808 85,231,042 ― 7,471 ― 13,206 株式分割(１：13) 

平成14年 

10月25日 
15,000,000 100,231,042 9,255 16,726 12,832 26,039 

有償募集（ブックビルディング方

式による募集） 

発行価格  1,550円 

引受価額  1,472円50銭 

発行価額  1,233円 

資本組入額  617円 

払込金額総額 22,087百万円 

平成15年 

３月31日 
139,500 100,370,542 193 16,919 ― 26,039 

新株引受権(ストックオプション)

の権利行使（１種類） 

 発行価格   1,385円 

 資本組入額  1,385円 

平成15年 

４月１日 
― ― ― ― 2,728 28,767 合併・受入差額 綜警電気産業㈱ 

平成16年 

３月31日 
33,600 100,404,142 46 16,966 ― 28,767 

新株引受権(ストックオプション)

の権利行使（１種類） 

 発行価格   1,385円 

 資本組入額  1,385円 

平成17年 

３月31日 
162,600 100,566,742 186 17,152 39 28,807 

ストックオプションの権利行使

（３種類） 

 発行価格   1,385円 

 資本組入額  1,385円 

 増加株式数 105,900株 

  

 発行価格   1,382円 

 資本組入額    691円 

 増加株式数  44,700株 

  

 発行価格   1,414円 

 資本組入額    707円 

 増加株式数  12,000株 
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２．グループ全体の競争力及び収益力の向上を目指し、グループ会社の再編を行いました。 

なお、次における交換比率は被交換株式１株に対する当社株式の交換比率であります。 

３．平成17年４月１日から平成17年５月31日までの間に、ストックオプションの権利行使により発行済株式総数

が7,000株、資本金が5百万円、資本準備金が4百万円増加しております。 

被交換会社 交換比率 新株発行数（株）

㈱やえざくら １：20.00 1,200,000 

綜警ビルサービス㈱ １： 4.00 174,000 

綜警電気産業㈱ １： 0.50 249,535 

綜警情報システム㈱ １：20.00 39,980 

合計(４社) ― 1,663,515 

被交換会社 交換比率 新株発行数（株）

北海道綜合警備保障㈱ １： 1.20 22,080 

東北綜合警備保障㈱ １： 4.15 124,085 

茨城綜合警備保障㈱ １： 0.65 11,700 

千葉綜合警備保障㈱ １： 1.29 10,320 

埼玉綜合警備保障㈱ １：32.50 5,330 

東京綜合警備保障㈱ １： 2.18 48,396 

神奈川綜合警備保障㈱ １：43.25 4,671 

京滋綜合警備保障㈱ １：15.80 632 

大阪綜合警備㈱ １： 2.75 26,125 

山口綜合警備保障㈱ １： 0.39 3,705 

南四国綜合警備保障㈱ １： 1.26 9,450 

北四国綜合警備保障㈱ １：40.50 2,025 

徳島綜合警備保障㈱ １：45.60 3,192 

福岡綜合警備保障㈱ １： 0.38 6,080 

合計（14社） ― 277,791 
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(4)【所有者別状況】 

 平成17年３月31日現在

（注）１．自己株式2,458株は、「個人その他」に24単元及び「単元未満株式の状況」に58株を含めて記載してお

ります 

   ２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が16単元含まれております。 

(5)【大株主の状況】 

（注） 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、2,602千株でありま

す。 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株式

の状況（株）政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
─ 87 12 99 118 2 11,254 11,572 ─

所有株式数

（単元） 
─ 338,582 1,760 214,442 133,905 3 316,851 1,005,543 12,442

所有株式数

の割合(％） 
─ 33.67 0.17 21.33 13.32 0.00 31.51 100.00 ─

  平成17年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

村井恒夫 東京都世田谷区若林四丁目22-28 9,051 9.00 

綜合商事㈱ 東京都渋谷区道玄坂一丁目21-14 7,388 7.34 

綜合警備保障従業員持株会 東京都港区元赤坂一丁目６-６ 6,604 6.56 

埼玉機器㈱ さいたま市中央区下落合七丁目１-３ 5,283 5.25 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）(注) 
東京都中央区晴海一丁目８-11 5,121 5.09 

みずほ信託退職給付信託みずほ銀

行口再信託受託者資産管理サービ

ス信託 

東京都中央区晴海一丁目８-12 4,261 4.23 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２-１ 3,420 3.40 

村井温 東京都杉並区下高井戸四丁目38-19 2,941 2.92 

ザ チェース マンハッタン バン

ク エヌエイ ロンドン 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ，ＣＯＬＥ

ＭＡＮ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ

Ｃ２Ｐ ２ＨＤ，ＴＨＥ ＣＨＡＳＥ Ｍ

ＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ，Ｎ．Ａ．Ｌ

ＯＮＤＯＮ 

（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

2,877 2.86 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（三井アセット信託銀行再信

託分・㈱三井住友銀行退職給付信

託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 2,735 2.72 

計 － 49,685 49.40 
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(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注） 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個を含めて表示しております。

②【自己株式等】 

  平成17年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

自己保有株式 

相互保有株式 

普通株式       2,400 

普通株式      30,000 

－ 

－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 100,521,900 1,005,219 同上 

単元未満株式 普通株式      12,442 － 同上 

発行済株式総数 100,566,742 － － 

総株主の議決権 － 1,005,219 － 

  平成17年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所
有株式数
（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合 

（％） 

綜合警備保障㈱ 
東京都港区 

元赤坂１-６-６ 
2,458 ─ 2,458 0.00 

北関東綜合警備保障㈱ 
栃木県宇都宮市 

不動前１-３-14 
30,000 ─ 30,000 0.03 

計 ― 32,458 ─ 32,458 0.03 
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(7)【ストックオプション制度の内容】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権の状況 

 （注）１．株式の分割又は併合が行われる場合、上記株式数は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調整され

るものとし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものと致します。 

     （調整後新株発行株式数）＝（調整前新株発行株式数）×（分割（併合）比率） 

    ２．株式の分割又は併合が行われる場合、上記発行価額は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと致します。 

（調整後新株発行価額）＝（調整前新株発行価額）÷（分割（併合）比率） 

    ３．新株引受権の喪失 

      権利者は、次の各号の一に該当することとなった場合、権利を喪失するものと致します。 

    (1) 減給以上（監督責任を問われた場合、取締役は役付又は職位の変更以上、従業員は停職以上）の懲戒処

分を受けたとき。 

    (2) 取締役が任期満了前に辞任し又は解任されたとき。ただし、任期満了前に辞任し関係会社の常勤取締役

に就任したときは、この限りではありません。また、従業員が自己都合により退職したとき。 

    ４．新株引受権の行使の条件につきましては、平成12年８月22日開催の臨時株主総会決議及び平成12年10月

26日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株引受権付与契

約」に定められております。 

    ５．平成14年５月14日開催の取締役会決議に基づき、平成14年８月１日付をもって当社株式１株を13株に分

割致しました。これにより、株式数及び発行価額の調整が行われました。 

    ６．付与対象者のうち40名は、「新株引受権付与契約」の権利行使条件により、その権利行使株式数の全部

又は一部を失権しております。 

 失権した権利行使株式数（分割後に換算） 706,400株 

    ７．新株引受権の行使時の払込金額は、総額を記載しております。 

    ８．上記を反映し、株式数及び発行価額の調整後、残存する権利に係わる内容は、(2）新株予約権等の状況

に記載の通りであります。 

決議年月日 平成12年８月22日 

付与対象者の区分及び人数

（名） 

①取締役 26 

②従業員 23 

新株予約権の目的となる株

式の種類 
額面普通株式 

株式の数（株） 147,000 

新株予約権の行使時の払込

金額（円） 
2,646,000,000 

新株予約権の行使期間 平成14年９月１日から平成19年８月21日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する

事項 
譲渡又は担保に供することは認めない 
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② 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権の状況 

 （注）１．株式の分割又は併合が行われる場合、上記株式数は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調整され

るものとし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものと致します。 

     （調整後新株発行株式数）＝（調整前新株発行株式数）×（分割（併合）比率） 

    ２．株式の分割又は併合が行われる場合、上記発行価額は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと致します。 

     （調整後新株発行価額）＝（調整前新株発行価額）÷（分割（併合）比率） 

    ３．新株引受権の喪失 

      権利者は、次の各号の一に該当することとなった場合、権利を喪失するものと致します。 

    (1) 減給以上（監督責任を問われた場合、取締役は役付又は職位の変更以上、従業員は停職以上）の懲戒処

分を受けたとき。 

        (2) 取締役が任期満了前に辞任し又は解任されたとき。ただし、任期満了前に辞任し関係会社の常勤取締役

に就任したときは、この限りではありません。また、従業員が自己都合により退職したとき。 

    ４．新株引受権の行使の条件につきましては、平成13年６月28日開催の定時株主総会決議及び平成13年10月

25日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株引受権付与契

約」に定められております。 

    ５．平成14年５月14日開催の取締役会決議に基づき、平成14年８月１日付をもって当社株式１株を13株に分

割致しました。これにより、株式数及び発行価額の調整が行われました。 

    ６．付与対象者のうち35名は、「新株引受権付与契約」の権利行使条件により、その権利行使株式数の全部

又は一部を失権しております。 

 失権した権利行使株式数（分割後に換算） 1,105,000株 

    ７．新株引受権の行使時の払込金額は、総額を記載しております。 

    ８．上記を反映し、株式数及び発行価額の調整後、残存する権利に係わる内容は、(2）新株予約権等の状況

に記載の通りであります。 

決議年月日 平成13年６月28日 

付与対象者の区分及び人数

（名） 

①取締役 ３ 

②従業員 46 

新株予約権の目的となる株

式の種類 
額面普通株式 

株式の数（株） 147,000 

新株予約権の行使時の払込

金額（円） 
2,640,267,000 

新株予約権の行使期間 平成15年７月１日から平成20年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する

事項 
譲渡又は担保に供することは認めない 
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③ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （注）１．権利付与日以後に株式の分割又は併合が行われる場合、株式数は次の算式により調整するものと致しま

す。 

       ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものと致しま

す。 

     （調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割（併合）比率） 

    ２．新株予約権の数は1,890個と致します。ただし、（注）１に定める株式の数の調整を行った場合は、同様

の調整を行うものと致します。 

    ３．新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、新株予約権１個当たりの払込金額に新株予約権の数を乗じ

た金額であります。なお、新株予約権１個当たりの払込金額は、新株予約権の発行日の時価に1.05を乗

じた価額とし、その結果生じる１円未満の端数は切り上げるものと致します。ただし、株式の分割又は

併合が行われる場合、新株予約権１個当たりの権利行使価額（払込金額）は分割又は併合の比率に応じ

次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと致します。 

     （調整後新株権利行使価額）＝（調整前新株権利行使価額）÷（分割（併合）比率） 

    ４．新株予約権の行使の条件につきましては、平成14年６月27日開催の定時株主総会決議及び平成14年８月

27日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象執行役員及び従業員との間で締結した「新株予約権付与

契約」に定められております。 

    ５．平成14年５月14日開催の取締役会決議に基づき、平成14年８月１日付をもって当社株式１株を13株に分

割致しました。これにより、株式数及び発行価額の調整が行われました。 

    ６．付与対象者のうち60名は、「新株予約権付与契約」の権利行使条件により、その権利行使株式数の全部

又は一部を失権しております。 

 失権した権利行使株式数（分割後に換算） 2,184,000株 

    ７．新株引受権の行使時の払込金額は、総額を記載しております。 

    ８．上記を反映し、株式数及び発行価額の調整後、残存する権利に係わる内容は、(2）新株予約権等の状況

に記載の通りであります。 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数

（名） 

①執行役員 ４ 

②従業員  59 

新株予約権の目的となる株

式の種類 
普通株式 

株式の数（株） 189,000 

新株予約権の行使時の払込

金額（円） 
3,474,765,000 

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日から平成21年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する

事項 
譲渡は認めない 
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④ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （注）１．権利付与日以後に株式の分割又は併合が行われる場合、株式数は次の算式により調整するものと致しま

す。 

       ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものと致しま

す。 

     （調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割（併合）比率） 

    ２．新株予約権の数は5,000個と致します。ただし、（注）１に定める株式の数の調整を行った場合は、同様

の調整を行うものと致します。 

     ３. 権利付与日以後に株式の分割又は併合が行われる場合、払い込むべき金額は次の算式により調整するも

のと致します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権につ

いて行い、調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものと致します。 

（調整後の払い込むべき金額）＝（調整前の払い込むべき金額）÷（分割（併合）比率） 

 また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等付与株式数の調整を必要とするやむを得な

い事由が生じたときは、同様の調整を行うものと致します。 

    ４．新株予約権の行使の条件につきましては、平成15年６月27日開催の定時株主総会決議及び平成15年11月

26日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象となる取締役、執行役員及び従業員との間で締結する

「新株予約権付与契約書」に定められております。 

    ５．付与対象者のうち74名は、「新株予約権付与契約」の権利行使条件により、その権利行使株式数の全部

を失権しております。 

 失権した権利行使株式数 74,000株 

    ６．新株引受権の行使時の払込金額は、総額を記載しております。 

    ７．上記を反映し、株式数及び発行価額の調整後、残存する権利に係わる内容は、(2）新株予約権等の状況

に記載の通りであります。 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数

（名） 

 ①取締役   １ 

 ②従業員  499 

新株予約権の目的となる株式

の種類 
普通株式 

株式の数（株） 500,000 

新株予約権の行使時の払込金

額（円） 
669,000,000 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成22年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事

項 
譲渡又は担保に供することは認めない 
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２【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策として位置付け、内部留保の充実を図りながら、業績に裏付けら

れた成果の配分を行うことを基本方針としております。 

 内部留保資金は、将来の成長・発展に必要な研究開発費、情報システムの質的高度化や新規事業のための設備投資

等に充当し、業績の一層の向上に努めて参ります。 

  当期（平成17年３月期）の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり17円の配当を実施することを決定し

ました。この結果、当期の配当性向は43.4％となりました。 

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 なお、平成14年10月25日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については 

 該当事項はありません。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

最高（円） － － 1,859 1,624 1,585 

最低（円） － － 1,310 1,170 1,260 

月別 平成16年10月 11月 12月 平成17年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,495 1,526 1,510 1,528 1,503 1,585 

最低（円） 1,402 1,424 1,420 1,463 1,435 1,485 
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（株） 

取締役会長   村井 恒夫 昭和16年２月10日生

昭和39年４月 ㈱日本勧業銀行(現㈱みずほホールディン

グス)入行 

昭和43年８月 当社取締役就任 

昭和45年８月 常務取締役就任 

昭和55年11月 取締役副社長就任 

昭和57年９月 代表取締役副社長就任 

昭和61年９月 代表取締役社長就任 

平成６年６月 代表取締役会長就任 

平成14年６月 取締役会長就任（現任） 

（主要な兼職） 

昭和44年６月 広島綜合警備保障㈱代表取締役就任（現

任） 

平成元年11月 北関東綜合警備保障㈱代表取締役就任

（現任） 

9,051,923 

代表取締役社長 

営業本部長 

警備運用本部

長 

村井 温 昭和18年２月12日生

平成７年９月 中部管区警察局長 

平成８年６月 預金保険機構理事 

平成９年９月 当社顧問就任 

平成10年６月 代表取締役副社長就任、東日本業務推進

本部長、人事本部長 

平成13年６月 代表取締役社長就任 

平成15年７月 代表取締役社長、営業本部長 

平成16年４月 代表取締役社長、営業本部長、警備運用

本部長（現任） 

（主要な兼職） 

平成14年５月 東北綜合警備保障㈱代表取締役就任（現

任） 

平成15年４月 綜警常駐警備㈱代表取締役就任（現任） 

2,941,274 

代表取締役 

（上席常務執行

役員） 

企画担当 

開発・技術総

括担当 

コンプライア

ンス担当 

リスク管理担

当 

情報資産管理

担当 

益田 兼弘 昭和17年７月27日生

平成９年７月 陸上自衛隊東部方面総監 

平成11年12月 当社顧問就任 

平成12年４月 総務本部副本部長、企画本部副本部長 

平成12年６月 取締役就任、総務本部副本部長、企画本

部副本部長 

平成13年６月 常務取締役就任、社長室長、人事本部

長、総務部長 

平成14年４月 常務取締役、企画担当、開発・技術担当 

平成14年６月 代表取締役就任、上席常務執行役員、企

画担当、開発・技術担当 

平成15年４月 代表取締役、上席常務執行役員、企画担

当、開発・技術総括担当、コンプライア

ンス担当 

平成16年４月 代表取締役、上席常務執行役員、企画担

当、開発・技術総括担当、コンプライア

ンス担当、リスク管理担当 

平成16年４月 代表取締役、上席常務執行役員、企画担

当、開発・技術総括担当、コンプライア

ンス担当、リスク管理担当、情報資産管

理担当（現任） 

（主要な兼職） 

平成14年６月 綜警電気工事㈱代表取締役就任（現任） 

29,300 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（株） 

代表取締役 

（上席常務執行

役員） 

営業本部副本

部長 
田村 彰 昭和21年７月23日生

平成10年４月 日本銀行システム情報局長 

平成13年６月 当社顧問就任 

平成13年６月 常務取締役就任、金融営業本部長、金融

営業第一部長 

平成14年４月 常務取締役、管理担当、金融担当、金融

営業部長 

平成14年６月 取締役就任、常務執行役員、管理担当、

金融担当、金融営業部長 

平成15年４月 代表取締役就任、常務執行役員、営業推

進総括担当、金融担当 

平成15年７月 代表取締役、常務執行役員、営業本部副

本部長 

平成17年４月 代表取締役、上席常務執行役員、営業本

部副本部長(現任) 

（主要な兼職） 

平成14年６月 綜警情報システム㈱代表取締役就任（現

任） 

20,000 

取締役 

（常務執行役

員） 

営業本部副本

部長 
橋尾 志良 昭和23年１月19日生

昭和45年４月 当社入社 

平成14年10月 警送サービス部長 

平成15年４月 執行役員、警送サービス部長 

平成15年６月 執行役員、営業管理部長 

平成16年６月 執行役員、営業本部副本部長 

平成17年４月 常務執行役員、営業本部副本部長 

平成17年６月 取締役就任、常務執行役員、営業本部副

本部長（現任） 

（主要な兼職） 

平成17年６月 多摩綜合警備㈱代表取締役就任（現任） 

5,600 

取締役 

（常務執行役

員） 

西日本事業本

部長 
中村 雅臣 昭和16年３月16日 

昭和41年11月 当社入社 

平成２年９月 人事部長 

平成７年８月 東北支社長 

平成９年８月 静岡事業部長 

平成10年６月 イーコールジャパン㈱取締役社長就任 

平成12年４月 当社理事就任、神奈川事業部長 

平成13年６月 北海道綜合警備保障㈱代表取締役社長就

任 

平成17年４月 当社常務執行役員、西日本事業本部長 

平成17年６月 取締役就任、常務執行役員、西日本事業

本部長 

（主要な兼職） 

平成17年６月 福岡綜合警備保障㈱代表取締役就任（現

任） 

9,100 

取締役   菅野 明 昭和７年12月１日生

昭和61年12月 日本銀行理事 

平成６年５月 社団法人東京銀行協会副会長・専務理事 

平成６年５月 全国銀行協会連合会（現全国銀行協会）

副会長・専務理事 

平成14年６月 当社取締役就任（現任） 

（主要な兼職） 

平成16年12月 有限責任中間法人日本卸電力取引所理事

長就任（現任） 

3,500 

常勤監査役   染谷 卓美 昭和17年４月23日生

平成９年12月 ㈱さくら銀行(現㈱三井住友銀行)顧問

平成10年４月 当社顧問就任 

平成10年６月 常勤監査役就任(現任) 

15,100 
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 （注）１．取締役菅野明は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。また、監査役染谷卓美、

大泉和正及び陰山照男は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監

査役であります。 

２．代表取締役社長村井温は、取締役会長村井恒夫の実弟であります。 

３．当社は、意思決定、監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

平成17年６月30日現在の執行役員は19名で、次の通り構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（株） 

常勤監査役   大泉 和正 昭和22年９月６日生
平成14年６月 日本生命保険相互会社関連事業部

平成14年６月 当社常勤監査役就任（現任） 
5,600 

常勤監査役   伊藤 治俊 昭和16年12月23日生

昭和45年７月 当社入社 

平成14年４月 理事就任、総務部長 

平成15年６月 常勤監査役就任（現任）

8,600 

監査役   陰山 照男 昭和15年11月22日生

平成15年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ

相談役 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

役名 氏名 職名 

 社長  村井 温 
 営業本部長 

 警備運用本部長 

 上席常務執行役員  益田兼弘 

 企画担当 

 開発・技術総括担当 

 コンプライアンス担当 

 リスク管理担当 

 情報資産管理担当 

 上席常務執行役員  田村 彰  営業本部副本部長 

 常務執行役員  松本 智  管理・監査担当 

 常務執行役員  大西 明 
 経理担当 

 経理部長 

 常務執行役員  橋尾志良  営業本部副本部長 

 常務執行役員  澤村章三  営業本部法人担当 

 常務執行役員  萩原宏樹  警備運用本部副本部長 

 常務執行役員  佐藤 紘  東日本事業本部長 

 常務執行役員  佐藤正三  中日本事業本部長 

 常務執行役員  中村雅臣  西日本事業本部長 

 執行役員  森本榮一  東京事業本部長 

 執行役員  清瀧守功  警送事業本部長 

 執行役員  山田 啓 
 人事企画担当 

 海外事業担当 

 執行役員  谷 藤平 
 開発・技術副総括担当 

 開発企画部長 

 執行役員  大野 宏  情報・システム担当 

 執行役員  松本誠一 
 営業本部金融担当 

 金融営業部長 

 執行役員  中島英夫 
 営業本部ホームマーケット担当 

 ホームマーケット営業部長 

 執行役員  矢村敏夫  西日本事業本部副本部長 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は「社会公共への貢献」を経営指針のひとつに掲げ、人類生存の基本である社会の安全の確保に注力するとと

もに、ステークホルダーの皆様から信頼される企業グループであり続けるために、経営の執行と監督の分離、迅速な

意思決定、企業倫理の確立、経営の透明性確保等によるコーポーレート・ガバナンスの充実に努めております。 

 実際の取り組みとしては、執行役員制度の導入による経営と業務執行の役割分担の明確化、取締役会の業務執行者

に対する監督機能の強化、経営意思決定の迅速化等が挙げられます。また、業務監督体制を充実させることで公正か

つクリアな経営を推し進めるとともに、情報開示を重視し、投資家・アナリスト向け決算説明会の開催、機関投資家

の皆様への訪問説明の実施等、内外での積極的なＩＲ活動に努めております。 

 今後とも当社では、世の中の動向を注視しながら、コーポレート・ガバナンスがより有効に機能する組織体制の構

築を目指し、諸制度の施策について検討を継続して参ります。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 ａ. 会社の機関の内容 

   本報告書提出日現在の取締役は７名から成り、うち1名が社外取締役で構成されております。取締役会は原則と

して月1回実施し、経営上の重要事項に対する意思決定および業務執行の監督を行っております。 

 さらに代表取締役社長を議長とする経営会議を原則として月２回開催し、主要な意思決定を協議するととも

に、業務執行体制としては平成14年6月より執行役員制度を導入し、経営と業務執行の役割分担の明確化と意思決

定の迅速化に努めてまいりました。 

 当社は監査役制度を採用しております。監査役は４名から成り、うち３名が社外監査役によって構成され、適

性かつ充分な監視機能を有しているものと認識しております。また、社外監査役１名は経営会議に出席し、経営

執行状況の適切な監視を行っております。社外役員の専従スタッフは配置しておりませんが、必要に応じて取締

役会、監査役会各事務局および総務部、監査部等の関係部署が対応しております。なお、監査役（監査役会）と

当社の会計監査を執行するＡＳＧ監査法人は、原則として月１度、取締役会の議事内容やお互いが認識している

課題について、情報交換を行うことにより、監査体制の連携に努めております。 

 内部監査部門としても社長直轄の監査部を設置し、本社各部及び事業所等の活動について資産管理、会計管理

および業務管理が効果的かつ合法的に運用されているか否かを監視しております。また、監査役(監査役会)と監

査部は「監査業務連絡会」を原則として月１回実施することで情報交換を定期的かつ綿密に行っており、監査体

制の連携に力を入れております。なお、ＡＳＧ監査法人とは、監査部が作成する管理監査実施結果報告書等を通

じて、内部統制上検出される事項等について、情報の共有を図っております。 
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ｂ. 会社の機関・内部統制図 

  本報告書提出日現在の当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織、その他のコーポレート・ガ

バナンス体制の状況を図示すると次の通りであります。 

 (2) リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、社会安全の確保を社業とする性質上、リスク管理を特に重要視しております。平成14年に制定したリスク

管理規程に基づき、リスク管理委員会を組織し、リスク管理担当役員を委員長としております。本社及び各事業所単

位でリスク管理検討組織を設置しており、リスクの洗出し、評価、予防策、対策案の策定といったリスクマネジメン

トについて全社網羅的に取り組んでおります。さらに、リスク管理委員会に分野別のリスク検討部会をおき、該当分

野ごとにリスク情報の収集、分析および評価を行い、リスク軽減のための施策を検討しております。重大事案発生時

の緊急連絡体制、対策本部の設置等につきましても、迅速な対応が図れるよう組織体制を整備しております。 

    また、コンプライアンスに関しては、コンプライアンス担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を組織

し、法令順守に努めております。コンプライアンス委員会は、平成14年に制定したコンプライアンス規程に基づき、

役員及び社員に対するコンプライアンス意識の周知徹底につとめ、定期的に業務活動状況等のチェックを行っており

ます。 

 企業倫理上の問題の早期発見と予防についても、平成16年4月より「ＡＬＳＯＫホットライン」を設け、従業員が

会社に関わる違法行為、不正行為および反倫理的行為に遭遇した際、不利益な扱いを受けることなく、電子メールや

電話、文書にて内部通報が可能となりました。 

 加えて、平成17年4月の個人情報保護法の完全施行に先立ち、平成16年9月より情報資産管理担当役員を委員長とす

る情報資産管理委員会を設置致しました。情報資産管理委員会は、当社が保有する個人情報および経営等重要情報に

ついて、管理体制の整備や社員への啓発教育等を推進しております。 

 また、当社は７箇所の法律事務所と顧問契約を締結し、各専門分野の法的な対応に万全の体制を整えております。

弁護士の指導を仰ぎつつコンプライアンスを維持することを通じて、間接的に弁護士をコーポレート・ガバナンスに

関与させております。 

執行役員
　　取締役兼執行役員　　　５名
　　執行役員　　　　　　　　１４名
　　　　　　　　　　　　　　 計１９名

監査役会
　社外監査役　3名
　社内監査役　1名
　　　　　　　　計4名
(うち非常勤監査役1
名）

取締役会：月１回開催
　社外取締役　１名
　社内取締役　６名
　　　　　　　　計７名

経営会議：月２回開催　

株　　　　　主　　　　　総　　　　　会

監査法人による外部監査
　AＳＧ監査法人による
　会計監査

監査部

リスク管理委員会
コンプライアンス委員会
情報資産管理委員会

社　長

　内部監査

各種委員会

法務室

　法的相談

各専門分野における
弁護士との顧問契約

部門管理

　業務運営方針の協議
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 (3) 役員報酬の内容および会社と社外役員の人的関係、資本的関係その他の利害関係 

 取締役、監査役の報酬は、役員報酬規程に基づき支給しております。取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬

総額の限度内において取締役会で決定し、監査役の報酬は、株主総会で決議された報酬総額の限度内において監査役

の協議で決定しております。報酬の内訳は、取締役に対する報酬は、基本月額、役付き手当、代表取締役手当、事業

本部長手当、直轄連盟会社社長手当、通勤手当および赴任手当で構成され、監査役に対する報酬は、基本月額、通勤

手当および赴任手当で構成されております。 

 報酬の水準は政経研究所発表に記してある従業員数3,000人以上の企業における役員報酬の平均値を参考としてお

り、当期中に支払った役員報酬は、下表の通りであります。 

(注) 上表中の社外取締役は、(社)東京銀行協会副会長を前職としております。監査役のうち

社外監査役３名につきましては、都市銀行、生命保険会社および通信会社より各１名の計

３名を選任しております。選任にあたり、経営経験の豊富な方、またはグローバルな視野

をお持ちの方など業界を問わず広く求めております。なお、社外取締役および社外監査役

と当社の間に利害関係はありません。 

 (4) 会計監査の状況 

 業務を執行した公認会計士の状況は、以下の通りであります。 

(注)１ 継続監査年数が７年以内であるため、記載を省略しております。 

 ２ 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬として54百万円、それ以外の

業務に基づく報酬として、財務に関する調査費用1百万円をＡＳＧ監査法人へ支払ってお

ります。 

 ３ 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士5名、会計士補15名、その他2名であ

ります。 

区分 人数 
当期中に支払った

報酬額 
摘要 

 社内取締役     ７名    200百万円 
本報告書提出日現在の人数は、６名

であります。 

 社外取締役     １名     7百万円 (注) 

小計     ８名    207百万円   

 監査役     ４名     66百万円 (注) 

合計    １２名    273百万円   

氏 名 所属する監査法人 継続監査年数 

 本田 親彦 ＡＳＧ監査法人 （注）1 

 鈴木 教夫 ＡＳＧ監査法人 （注）1 

 森川 寛行 ＡＳＧ監査法人 （注）1 
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第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２号のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２号のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成16年４月１日から

平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、ＡＳＧ監査法人により監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 
  前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１. 現金及び預金 ※1,3   96,492     90,186  

２. 受取手形及び売掛金     16,185     17,970  

３. 有価証券     663     539  

４. たな卸資産     3,778     4,514  

５. 立替金     16,912     25,700  

６. 繰延税金資産     3,305     6,051  

７. その他     4,715     6,101  

貸倒引当金     △164     △163  

流動資産合計     141,889 52.8   150,901 53.5 

Ⅱ 固定資産              

１. 有形固定資産              

(1) 建物及び構築物 ※3 27,548     32,054    

減価償却累計額   11,271 16,277   12,800 19,254  

(2) 機械装置及び運搬具   92,746     98,662    

減価償却累計額   75,209 17,537   80,342 18,319  

(3) 土地 ※2,3   16,400     17,103  

(4) 建設仮勘定     1,376     865  

(5) その他   11,592     12,377    

減価償却累計額   8,042 3,550   8,726 3,651  

有形固定資産合計     55,141 20.5   59,194 21.0 

２. 無形固定資産              

(1) ソフトウェア     3,336     2,972  

(2) 連結調整勘定     872     853  

(3) その他     495     2,622  

無形固定資産合計     4,704 1.7   6,448 2.3 

３. 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ※3,4   28,413     29,801  

(2) 長期貸付金     2,066     2,016  

(3) 敷金保証金     8,981     8,915  

(4) 保険積立金     4,933     5,720  

(5) 前払年金費用     ―     1,380  

(6) 繰延税金資産     22,392     17,436  

(7) その他     2,500     2,621  

貸倒引当金     △2,211     △2,230  

投資その他の資産合計     67,075 25.0   65,662 23.2 

固定資産合計     126,922 47.2   131,305 46.5 

資産合計     268,812 100.0   282,206 100.0 
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  前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１. 支払手形及び買掛金     8,284     8,969  

２. 短期借入金 ※1,3   31,304     47,075  

３. １年以内償還予定の社債     ―     100  

４. 未払金     11,072     10,900  

５. 未払法人税等     3,546     1,325  

６. 未払消費税等     1,797     1,367  

７. 賞与引当金     5,167     5,275  

８. その他     7,907     7,890  

流動負債合計     69,079 25.7   82,903 29.4 

Ⅱ 固定負債              

１. 社債     1,100     12,000  

２. 長期借入金 ※3   16,004     12,881  

３. 繰延税金負債     ―     9  

４. 退職給付引当金     43,845     30,502  

５. 役員退職慰労引当金     2,213     2,350  

６. その他     2,587     2,931  

固定負債合計     65,750 24.4   60,675 21.5 

負債合計     134,830 50.1   143,579 50.9 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     14,449 5.4   15,458 5.5 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※5   16,966 6.3   17,152 6.1 

Ⅱ 資本剰余金     31,755 11.8   31,600 11.2 

Ⅲ 利益剰余金     74,181 27.6   77,444 27.4 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※2   △5,585 △2.0   △5,585 △2.0 

Ⅴ その他有価証券評価差額金     2,239 0.8   2,583 0.9 

Ⅵ 自己株式 ※6   △24 △0.0   △25 △0.0 

資本合計     119,532 44.5   123,169 43.6 

負債、少数株主持分及び資
本合計 

    268,812 100.0   282,206 100.0 
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②【連結損益計算書】 

 
  前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     249,241 100.0   257,789 100.0 

Ⅱ 売上原価     182,902 73.4   192,405 74.6 

売上総利益     66,339 26.6   65,383 25.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   51,860 20.8   54,421 21.1 

営業利益     14,478 5.8   10,962 4.3 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   198     257    

２．受取配当金   296     371    

３．投資有価証券売却益   110     33    

４．受取賃貸料   282     350    

５．受取保険差益   216     165    

６．持分法による投資利益   540     294    

７．その他   1,116 2,762 1.1 1,079 2,552 1.0 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   763     733    

２．投資有価証券売却損   ―     13    

３．固定資産除却損 ※3 599     461    

４．社債発行費償却   ―     193    

５．その他   387 1,750 0.7 519 1,922 0.8 

経常利益     15,490 6.2   11,592 4.5 

Ⅵ 特別利益              

１．厚生年金基金代行部分 
  返上益 

  19,666     ―    

２．投資有価証券売却益   ― 19,666 7.9 700 700 0.2 

Ⅶ 特別損失              

１. 投資有価証券評価損   442     96    

２. 投資有価証券売却損   438     ―    

３. 固定資産処分・評価損 ※4 608     ―    

４. 棚卸資産処分・評価損 ※5 299     ―    

５. 特別加算退職金   179     220    

６. 貸倒引当金繰入額   1,323     ―    

７. その他   70 3,363 1.3 ― 317 0.1 

税金等調整前当期純利
益 

    31,792 12.8   11,974 4.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  7,238     3,129    

法人税等調整額   5,820 13,059 5.3 2,648 5,778 2.2 

少数株主利益     980 0.4   1,244 0.5 

当期純利益     17,752 7.1   4,951 1.9 
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③【連結剰余金計算書】 

 
  前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）          

Ⅰ 資本剰余金期首残高     29,824   31,755 

Ⅱ 資本剰余金増加高          

１. 連結子会社減少に伴う
増加 

  2,728   ―  

２. ストックオプション行
使による払込金 

  ― 2,728 39 39 

Ⅲ 資本剰余金減少額          

１．利益剰余金への振替   ―   194  

２．連結子会社減少による
減少 

  796 796 ― 194 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     31,755   31,600 

           

（利益剰余金の部）          

Ⅰ 利益剰余金期首残高     61,110   74,181 

Ⅱ 利益剰余金増加高          

１. 当期純利益   17,752   4,951  

２. 資本剰余金からの振替   ―   194  

３．連結子会社減少に伴う
増加高 

  10 17,763 ― 5,146 

Ⅲ 利益剰余金減少高          

１．配当金   2,006   1,706  

２. 役員賞与   230   177  

３．連結子会社減少に伴う
減少高 

  2,455 4,693 ― 1,883 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     74,181   77,444 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   31,792 11,974 

減価償却費   10,314 10,816 

連結調整勘定償却額   508 569 

貸倒引当金の増加・減少(△)額   1,713 △7 

退職給付引当金の減少額   △20,406 △14,810 

債務保証損失引当金の減少額   △400 ― 

賞与引当金の増加・減少(△)額   444 △117 

受取利息及び受取配当金   △495 △628 

支払利息   763 733 

持分法による投資利益   △540 △294 

固定資産売却損益   3 △30 

固定資産除却損   599 461 

投資有価証券売却損益   327 △719 

投資有価証券評価損   442 96 

売上債権の増加(△)・減少額   101 △1,525 

たな卸資産の増加額   △399 △687 

仕入債務の増加額   1,512 225 

前払年金費用の増加額   ― △1,380 

その他   △8,393 △4,880 

小計   17,889 △204 

利息及び配当金の受取額   566 633 

利息の支払額   △805 △715 

法人税等の支払額   △6,797 △7,533 

営業活動によるキャッシュ・フロー   10,852 △7,820 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の増加(△)・減少額（純額）   △918 2,529 

有形固定資産の取得による支出   △11,434 △13,441 

有形固定資産の売却による収入   15 113 

投資有価証券の取得による支出   △2,647 △2,644 

投資有価証券の売却による収入   3,597 1,632 

連結除外子会社の株式売却による収入   7 ― 

連結子会社増加による支出 ※2 ― △257 

短期貸付金の増加(△)・減少額（純額）   7 △0 

長期貸付けによる支出   △364 △120 

長期貸付金の回収による収入   275 171 

その他   763 △3,142 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △10,697 △15,161 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の増加額（純額）   12,711 15,773 

長期借入れによる収入   12,460 2,640 

長期借入金の返済による支出   △6,278 △6,061 

社債の発行による収入   1,100 10,806 

社債の償還による支出   △10,000 ― 

株式の発行による収入   46 224 

少数株主への株式発行による収入   16 ― 

自己株式の取得による支出   △1 △0 

配当金の支払額   △2,006 △1,706 

少数株主への配当金の支払額   △171 △143 

財務活動によるキャッシュ・フロー   7,876 21,531 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額   8,031 △1,450 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   37,782 45,814 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 45,814 44,364 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項 目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１. 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社の数 38社 

主要な連結子会社名 

  綜警常駐警備㈱ 

  東北綜合警備保障㈱ 

  北関東綜合警備保障㈱ 

  広島綜合警備保障㈱ 

  綜警ビルサービス㈱ 

  上記のうち、綜警常駐警備㈱につい

ては、当連結会計年度において新たに

設立したため、連結の範囲に含めてお

ります。 

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありました綜警電気産業㈱

は、当連結会計年度において、当社を

存続会社とする吸収合併により解散し

たため、連結の範囲から除いておりま

す。 

(1) 連結子会社の数 42社 

主要な連結子会社名 

  綜警常駐警備㈱ 

  東北綜合警備保障㈱ 

  北関東綜合警備保障㈱ 

  広島綜合警備保障㈱ 

  綜警ビルサービス㈱ 

  福島綜合警備保障㈱ 

 上記のうち、福島綜合警備保障㈱に

ついては、当連結会計年度において完

全子会社となったため、連結の範囲に

含めております。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

愛媛綜警サービス㈱ 

(2) 非連結子会社の名称等 

同左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 同左 

２. 持分法の適用に関する

事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 ９社 

主要な会社名 

福島綜合警備保障㈱ 

新潟綜合警備保障㈱ 

北陸綜合警備保障㈱ 

(1) 持分法適用の関連会社数  ８社 

主要な会社名同左 

新潟綜合警備保障㈱ 

北陸綜合警備保障㈱ 

  (2) 持分法を適用していない主要な非連結

子会社及び関連会社 

㈱北関東警送サービス 

中京綜合管財㈱ 

愛媛綜警サービス㈱ 

(2) 持分法を適用していない主要な非連結

子会社及び関連会社 

同左 

  （持分法を適用しない理由） 

 いずれも当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

同左 
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項 目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３. 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 全ての連結子会社の事業年度末日は、連

結決算日と一致しております。 

同左 

４. 会計処理基準に関する

事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）によっておりま

す。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 主として移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

 時価法によっております。 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

 主として先入先出法による原価法によ

っております。 

③たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 主として定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法）を採用しております。

主な耐用年数は、次の通りであります。 

建物及び構築物   38～50年 

機械装置及び運搬具 ３～５年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

②無形固定資産 

同左 
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項 目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、将来

の支給見込額のうち当期の負担額を計上

しております。 

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

  過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により処理

しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌連結会

計年度から処理することとしておりま

す。 

  （追加情報） 

 当社及び一部の連結子会社は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成16年3月1日

に厚生労働大臣から将来分支給義務免除

の認可を受けました。 

 当社及び一部の連結子会社は、「退職

給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制度委

員会報告第13号）第47－２項に定める経

過措置を適用し、当該将来分返上許可の

日において代行部分に係る退職給付債務

と年金資産を消滅したものとみなして会

計処理をしております。 

 本処理に伴う当連結会計年度における

損益に与える影響額は、特別利益として

19,666百万円計上しております。 

 また、当連結会計年度末日現在におい

て測定された返還相当額（最低責任準備

金）は、36,602百万円であります。 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

  過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により処理

しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌連結会

計年度から処理することとしておりま

す。 

──────  

  ④役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員含む）の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

同左 
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項 目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについては特例処理

の条件を充たしている場合には特例処理

を採用しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ対象とヘッジ手段は次の通りで

あります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 銀行借入金 

 

  ③ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減並びに金融収支

改善のため、内規に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしております。 

③ヘッジ方針 

  同左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップにつきましてはヘッジの

高い有効性があるとみなされるため、有

効性の評価は省略しております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

  同左 

  (6) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５. 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６. 連結調整勘定の償却に

関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

同左 

７. 利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８. 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 
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 表示方法の変更 

 追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含

めていた「立替金」は、資産総額の100分の５を超えた

ため、当連結会計年度より区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度において、流動資産の「その

他」に含めていた「立替金」は12,340百万円でありま

す。 

────── 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (未払賞与に対応する社会保険料会社負担額の費用処理

方法) 

 従来、賞与に対応する社会保険料のうち会社負担額に

ついては支出時の費用として処理しておりましたが、厚

生年金保険法等の改正により、平成15年４月から保険料

算定方式に総報酬制が導入されることに伴い、重要性が

増したため、当連結会計年度から未払賞与に対応する社

会保険料会社負担額を費用処理する方法に変更しており

ます。 

 この変更により、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合に比べ、売上総利益は383百万円、営業利益、経

常利益、税引前当期純利益は556百万円それぞれ少なく

計上されております。 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示について） 

 従来、法人事業税については全額を法人税、住民税及

び事業税として処理しておりましたが、平成16年４月１

日以降に始まる事業年度より、法人事業税に外形標準課

税が導入されたことに伴い、外形標準課税部分について

は、販売費及び一般管理費として費用処理する方法に変

更しております。 

 この変更により、当連結会計年度の法人事業税におけ

る外形標準課税部分421百万円を販売費及び一般管理費

へ計上しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 現金及び預金 

 連結貸借対照表に計上した現金及び預金には、使

用の制限された警備輸送業務用現金41,282百万円が

含まれております。また、短期借入金残高のうち、

当該業務で調達した資金が21,983百万円含まれてお

ります。 

 なお、連結貸借対照表に計上した現金及び預金の

他に、当該業務において契約先から預っている現金

及び預金が174,902百万円あります。 

  

※１ 現金及び預金 

 連結貸借対照表に計上した現金及び預金には、使

用の制限された警備輸送業務用現金38,847百万円が

含まれております。また、短期借入金残高のうち、

当該業務で調達した資金が36,491百万円含まれてお

ります。 

 なお、連結貸借対照表に計上した現金及び預金の

他に、当該業務において契約先から預っている現金

及び預金が233,952百万円あります。 

  

※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律

第24号）に基づき、平成14年３月31日に事業用土

地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部

に計上しております。 

※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第

24号）に基づき、平成14年３月31日に事業用土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に

計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算定するために、国税庁長官が定め

て公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

する方法を採用しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算定するために、国税庁長官が定め

て公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

する方法を採用しております。 

再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価が再評価後の帳簿価額を下回る額 

再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価が再評価後の帳簿価額を下回る額 

832百万円 1,119百万円 

※３ 担保資産及び担保付債務 ※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の通りであります。  担保に供している資産は、次の通りであります。 

現金及び預金 75百万円 

投資有価証券 10 

建物及び構築物 1,992 

土地 4,616 

計 6,695 

担保付債務は、次の通りであります。 

短期借入金 702百万円 

長期借入金 1,306 

計 2,009 

現金及び預金 10百万円 

建物及び構築物 2,123 

土地 4,674 

計 6,808 

    

担保付債務は、次の通りであります。 

短期借入金 741百万円 

長期借入金 1,178 

計 1,920 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

通りであります。 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

通りであります。 

投資有価証券（株式） 

  

5,476百万円 投資有価証券（株式） 

  

4,387百万円 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式100,404,142株

であります。 

  

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式100,566,742株

であります。 

  

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

15,286株であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

15,958株であります。 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次の通りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次の通りであります。 

広告宣伝費 1,997百万円 

給与諸手当 25,795 

賞与引当金繰入額 1,338 

福利厚生費 4,208 

退職給付費用 1,731 

賃借料 5,133 

減価償却費 1,488 

租税公課 623 

通信費 1,122 

広告宣伝費 2,002百万円 

給与諸手当 27,531 

賞与引当金繰入額 1,379 

福利厚生費 4,425 

退職給付費用 1,590 

賃借料 5,053 

減価償却費 1,561 

租税公課 1,136 

通信費 1,226 

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費は、858百万円で

あります。 

 一般管理費に含まれる研究開発費は、542百万円で

あります。 

※３ 固定資産除却損の内容 ※３ 固定資産除却損の内容 

機械装置 400百万円 

その他 198 

計 599 

機械装置 335百万円 

その他 126 

計 461 

※４ 固定資産処分・評価損の主な内容 ※４         ────── 

電話加入権評価損 427百万円 

ソフトウェア廃棄損 179 

     

    

※５ 棚卸資産処分・評価損の主な内容 ※５         ────── 

棚卸資産廃棄損 279百万円      
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年３月31日現在） （平成17年３月31日現在） 

  

※２                 ────── 

  

現金及び預金勘定 96,492百万円 

預入期間が３ヵ月を超える

預金 
△9,801 

警備輸送業務用現金 △41,282 

取得日から３ヵ月以内に償

還期限の到来する短期投資

（有価証券） 

405 

現金及び現金同等物 45,814 

  

※２ 株式の追加取得により持分法適用会社から連結子

会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の追加取得により福島綜合警備保障㈱を連結

に含めたことに伴うみなし取得日（平成16年９月30

日）における資産及び負債の内訳並びに株式の取得

価額と取得のための支出(純額)との関係は次の通り

であります。 

  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 90,186百万円 

預入期間が３ヵ月を超える

預金 
△7,323 

警備輸送業務用現金 △38,847 

取得日から３ヵ月以内に償

還期限の到来する短期投資

（有価証券） 

348 

現金及び現金同等物 44,364 

流動資産 2,599百万円 

固定資産 2,601 

連結調整勘定 549 

流動負債 △1,036 

固定負債 △1,500 

少数株主持分 △1,413 

福島綜合警備保障㈱の取得

価額 
1,800 

福島綜合警備保障㈱の保有

する現金及び現金同等物 
△1,542 

福島綜合警備保障㈱取得の

ための支出(差引) 
257 

2005/06/23 17:40:21綜合警備保障株式会社/有価証券報告書/2005-03-31

- 54 -



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 

13,761 8,546 5,215 

その他 466 347 118 

合計 14,227 8,893 5,333 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 

12,388 7,170 5,217 

その他 412 255 157 

合計 12,800 7,426 5,374 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,158百万円 

１年超 3,310 

合計 5,468 

１年内 2,138百万円 

１年超 3,601 

合計 5,739 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 2,603百万円 

減価償却費相当額  3,011 

支払利息相当額 189 

支払リース料 2,620百万円 

減価償却費相当額  2,498 

支払利息相当額 176 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2,182百万円 

１年超 14,399 

合計 16,582 

１年内 2,072百万円 

１年超 12,192 

合計 14,265 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

３ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 

784 
(782) 

380 
(379) 

404 
(403) 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 

794 
(792) 

399 
(397) 

395 
(394) 

（注）（ ）内の数字は内数であり、リース会社より

リースを受け、警備契約先に転リースしている物

件であります。 

（注）（ ）内の数字は内数であり、リース会社より

リースを受け、警備契約先に転リースしている物

件であります。 

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 149(149)百万円

１年超 279(278) 

合計 429(428) 

１年内 151(150)百万円

１年超 269(268) 

合計 420(419) 

（注）（ ）内の数字は内数であり、転リース取引に

係るものの金額であります。 

（注）（ ）内の数字は内数であり、転リース取引に

係るものの金額であります。 

  

(3) 受取リース料、減価償却費相当額及び受取利息相

当額 

(3) 受取リース料、減価償却費相当額及び受取利息相

当額 

受取リース料 220(218)百万円

減価償却費相当額 183(182) 

受取利息相当額 36( 36) 

受取リース料 200(199)百万円

減価償却費相当額 167(166) 

受取利息相当額 32( 32) 

 （注）（ ）内の数字は内数であり、転リース取引

に係るものの金額であります。 

 （注）（ ）内の数字は内数であり、転リース取引

に係るものの金額であります。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 転リース資産にかかる減価償却費相当額の算定

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息

法によっております。 

同左 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 前連結会計年度の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であり、前連結会計年度中は、その他有価証券で時価

のあるものについて375百万円の減損処理を行っております。 

 なお、当連結会計年度は、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理は行っておりません。 

２．売却したその他有価証券 

区分 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

           

(1) 株式 4,281 8,314 4,033 5,311 9,992 4,681 

(2) 債券            

国債・地方債等 99 100 0 343 350 6 

社債 1,599 1,665 66 1,868 1,912 44 

(3) その他 229 249 20 332 343 10 

小計 6,210 10,330 4,120 7,855 12,599 4,743 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

           

(1) 株式 1,457 1,284 △173 1,054 845 △208 

(2) 債券            

国債・地方債等 ─ ─ ─ 49 49 ─ 

社債 803 789 △13 1,458 1,359 △99 

(3) その他 2,185 2,109 △76 1,980 1,939 △41 

小計 4,446 4,182 △263 4,544 4,194 △349 

合計 10,656 14,513 3,857 12,399 16,793 4,394 

区分 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

売却額（百万円） 1,486 966 

売却益の合計額（百万円） 110 733 

売却損の合計額（百万円） 438 13 

2005/06/23 17:40:21綜合警備保障株式会社/有価証券報告書/2005-03-31

- 57 -



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

区分 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,979 7,926 

非上場社債 1,098 1,220 

その他 10 12 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1) 債券        

国債・地方債等 － 97 － － 

社債 406 1,495 291 200 

(2) その他 10 3 317 897 

合計 416 1,596 608 1,097 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1) 債券        

国債・地方債等 ─ 195 ─ 153 

社債 ─ 1,823 494 567 

(2) その他 100 11 100 901 

合計 100 2,031 594 1,621 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利スワップで

あります。 

１ 取引の内容 

同左 

２ 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

２ 取引に対する取組方針 

同左 

３ 取引の利用目的 

 借入金利等の将来の金利市場における利率上昇によ

る変動リスクを回避する目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ取引を行

っております。 

３ 取引の利用目的 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 銀行借入金 

 

(3) ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のた

め、内規に基づき、金利変動リスクをヘッジしてお

ります。 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップにつきましてはヘッジの高い有効性

があるとみなされるため、有効性の評価は省略して

おります。 

 

４ 取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクは

ほとんどないと認識しております。 

４ 取引に係るリスクの内容 

同左 

５ 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、経理

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

同左 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

 デリバティブ取引は、全てヘッジ会計（特例処理）を

採用する金利スワップ取引であるため、該当事項はあり

ません。 

同左 
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（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制

度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。厚生年金基金は昭和45年９月に、適格退職年

金は平成11年３月に設立致しました。 

  連結子会社は当社と同様の制度を設けている会社の

ほか、適格退職年金制度及び退職一時金制度等による

確定給付型の退職給付制度、並びに中小企業退職金共

済制度等による確定拠出型の退職給付制度を設けてお

ります。 

 当社及び一部の連結子会社は、厚生年金基金の代行

部分について、平成16年３月１日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受けました。 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制

度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。厚生年金基金は昭和45年９月に、適格退職年

金は平成11年３月に設立致しました。 

  連結子会社は当社と同様の制度を設けている会社の

ほか、適格退職年金制度及び退職一時金制度等による

確定給付型の退職給付制度、並びに中小企業退職金共

済制度等による確定拠出型の退職給付制度を設けてお

ります。 

 なお、当社及び一部の連結子会社は、厚生年金基金

の代行部分について、平成17年４月１日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受けております。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

(1) 退職給付債務 △75,751百万円 

(2) 年金資産 23,190 

(3) 未積立退職給付債務 △52,561 

(4) 未認識数理計算上の差異 9,921 

(5) 未認識過去勤務債務 

（債務の減額）(注)１ 
△1,205 

(6) 連結貸借対照表計上額 △43,845 

(7) 退職給付引当金 △43,845 

(1) 退職給付債務 △78,899百万円 

(2) 年金資産 43,303 

(3) 未積立退職給付債務 △35,596 

(4) 未認識数理計算上の差異 6,552 

(5) 未認識過去勤務債務 

（債務の減額）(注)１ 
△79 

(6) 連結貸借対照表計上額 △29,122 

(7) 前払年金費用(注)２ 1,380 

(8) 退職給付引当金 △30,502 

（注）１．平成12年３月の厚生年金保険法の改正にと

もない、厚生年金基金の代行部分に係る支給

開始年齢の引上げについての規約改正を行っ

たこと、及び、平成12年４月１日から「綜合

警備保障厚生年金基金制度」が「代行型」か

ら「加算型」に移行したことにより過去勤務

債務（債務の減額）が発生しております。 

２．一部の子会社は、退職給付債務の算定に当

たり、簡便法を採用しております。 

３．厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退

職給付会計に関する実務指針（中間報告）」

(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13

号)第47－２項に定める経過措置を適用し、厚

生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を

受けた日において代行部分に係る退職給付債

務と返還相当額の年金資産を消滅したものと

みなして会計処理をしております。なお、当

連結会計年度末日現在において測定された返

還相当額（最低責任準備金）は36,602百万円

であります。 

（注）１．一部の子会社において、退職一時金制度の

制度変更が行われたことにより過去勤務債務

（債務の減額）が発生しております。 

２．綜合警備保障厚生年金基金へ連結ベースで

15,805百万円の一括拠出を行ったことにより

退職給付引当金が減少し、一部の子会社にお

いては退職給付引当金残高の超過分を前払年

金費用に計上しております。 

３．平成17年４月１日付で当社及び一部の子会

社は綜合警備保障厚生年金制度及び適格退職

年金制度から、確定給付企業年金制度に移行

しております。これにより、平成18年３月期

上期に過去勤務債務（債務の減額）が発生

し、当該過去勤務債務は発生時より５年間

（定額法）にて償却する予定であります。 

４．一部の子会社は、退職給付債務の算定に当

たり、簡便法を採用しております。 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

(1) 勤務費用(注)１ 5,142百万円 

(2) 利息費用 3,354 

(3) 期待運用収益  △1,282 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 2,639 

(5) 過去勤務債務の費用処理額 

 (注)２ 
△2,828 

(6) 割増退職金 198 

(7) 退職給付費用 7,225 

(8) 厚生年金基金代行部分返上益 △19,666 

 計 △12,440 

(1) 勤務費用 4,623百万円 

(2) 利息費用 1,892 

(3) 期待運用収益  △581 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 1,223 

(5) 過去勤務債務の費用処理額 

(注)１ 
△1,161 

(6) 割増退職金 222 

(7) 退職給付費用 6,218 

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。 

２．「２．退職給付債務に関する事項」(注)

１．に記載の過去勤務債務に係る当期の処理

額であります。 

３．簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は「(1)勤務費用」に計上しておりま

す。 

（注）１．平成12年３月の厚生年金保険法の改正にと

もない、厚生年金基金の代行部分に係る支給

開始年齢の引上げについての規約改正を行っ

たこと及び平成12年４月１日から「綜合警備

保障厚生年金基金制度」が「代行型」から

「加算型」に移行したことによる過去勤務債

務（債務の減額）発生額のうち平成16年３月

期に厚生年金基金代行部分返上益として、消

滅の認識をした部分以外の当期の処理額、

「２ 退職給付債務に関する事項」(注)１に

記載の過去勤務債務に係る当期の処理額であ

ります。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は「(1)勤務費用」に計上しておりま

す。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2) 割引率 2.5％ 

(3) 期待運用収益率  2.5％ 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ５年 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 

（翌連結会計年度から費用処理） 

10年 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2) 割引率 2.5％ 

(3) 期待運用収益率  2.5％ 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ５年 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 

（翌連結会計年度から費用処理） 

10年 
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（税効果会計関係） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在） 
 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

繰延税金資産              

未払事業税   332       239  

賞与引当金損金算入限度超過額   2,105       2,279  

貸倒引当金損金算入限度超過額   889       869  

退職給付引当金損金算入限度超過額   15,572       11,287  

役員退職慰労引当金   880       952  

減価償却限度超過額   628       1,035  

警報機器設置工事費否認   3,832       3,711  

投資有価証券評価損   144       150  

繰越欠損金   ─       3,571  

その他   2,899       1,159  

繰延税金資産合計   27,287       25,256  

               

繰延税金負債              

特別償却準備金   △20       △24  

その他有価証券評価差額金   △1,568       △1,753  

繰延税金負債合計   △1,589       △1,778  

               

繰延税金資産の純額   25,697       23,478  

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在） 
 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

流動資産－繰延税金資産   3,305       6,051  

固定資産－繰延税金資産   22,392       17,436  

固定負債－繰延税金負債   ─       9  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目の内訳 

（単位：％） 

 
前連結会計年度 

(平成16年３月31日現在) 
 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

法定実効税率   40.7       40.7  

（調 整）              

交際費等永久に損金に算入されない項目   0.5       0.9  

受取配当金等永久に益金に計上されない項目   △0.0       △0.2  

住民税均等割   1.1       2.8  

連結調整勘定償却額   0.7       1.9  

持分法による投資利益   △0.7       △1.0  

その他   △1.2       3.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率   41.1       48.3  
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日)及び当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平

成17年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるセキュリティ事業

の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日)及び当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平

成17年３月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日)及び当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平

成17年３月31日) 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社代表取締役社長村井温が財団法人都市防犯研究センターの理事長として行った取引であります。 

２．当社代表取締役社長村井温が財団法人ディフェンスリサーチセンターの理事長として行った取引でありま

す。 

３．当社代表取締役社長村井温が財団法人村井順記念奨学財団の理事長として行った取引であります。 

４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 財団法人都市防犯研究センターへの建物の無償貸与等は、東京オペラシティビル株式会社の建物を当社が

賃借したものについて、同財団法人の事務所としての使用目的をもって、当社が同財団法人に無償貸与して

いるものであります。 

 上記金額は、当社が東京オペラシティビル株式会社に対して支払っている賃借料等であり、当該賃借料等

については近隣の取引実勢を参考にして決定しております。 

(2) 財団法人ディフェンスリサーチセンターへの建物の無償貸与等は、平山運輸株式会社の建物を当社が賃借

したものについて、同財団法人の事務所としての使用目的をもって、当社が同財団法人に無償貸与している

ものであります。 

 上記金額は、当社が平山運輸株式会社に対して支払っている賃借料等であり、当該賃借料等については近

隣の取引実勢を参考にして決定しております。 

５．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

属性 氏名 住所 
資本金 

(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金
額 
(百万円) 

科目
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 村井 温 － － 

財団法人
都市防犯
研究セン
ター理事
長 

(被所有)
直接 
2.9％ 

－ － 

当社と財団
法人都市防
犯研究セン
ターとの取
引 
(注)１ 

寄付金 76 － － 

建物の
無償貸
与等 
(注)４ 

12 － － 

財団法人
ディフェ
ンスリサ
ーチセン
ター理事
長 

(被所有)
直接 
2.9％ 

－ － 

当社と財団
法人ディフ
ェンスリサ
ーチセンタ
ーとの取引 
(注)２ 

寄付金 76 － － 

建物の
無償貸
与等 
(注)４ 

15 － － 

財団法人
村井順記
念奨学財
団理事長 

(被所有)
直接 
2.9％ 

－ － 

当社と財団
法人村井順
記念奨学財
団との取引 
(注)３ 

寄付金 16 － － 
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当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社代表取締役社長村井温が財団法人都市防犯研究センターの理事長として行った取引であります。 

２．当社代表取締役社長村井温が財団法人ディフェンスリサーチセンターの理事長として行った取引でありま

す。 

３．当社代表取締役社長村井温が財団法人村井順記念奨学財団の理事長として行った取引であります。 

４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 財団法人都市防犯研究センターへの建物の無償貸与等は、東京オペラシティビル株式会社の建物を当社が

賃借したものについて、同財団法人の事務所としての使用目的をもって、当社が同財団法人に無償貸与して

いるものであります。 

 上記金額は、当社が東京オペラシティビル株式会社に対して支払っている賃借料等であり、当該賃借料等

については近隣の取引実勢を参考にして決定しております。 

(2) 財団法人ディフェンスリサーチセンターへの建物の無償貸与等は、平山運輸株式会社の建物を当社が賃借

したものについて、同財団法人の事務所としての使用目的をもって、当社が同財団法人に無償貸与している

ものであります。 

 上記金額は、当社が平山運輸株式会社に対して支払っている賃借料等であり、当該賃借料等については近

隣の取引実勢を参考にして決定しております。 

５．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

属性 氏名 住所 
資本金 

(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金
額 
(百万円) 

科目
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 村井 温 － － 

財団法人
都市防犯
研究セン
ター理事
長 

(被所有)
直接 
2.9％ 

－ － 

当社と財団
法人都市防
犯研究セン
ターとの取
引 
(注)１ 

寄付金 56 － ─ 

建物の
無償貸
与等 
(注)４ 

12 － ─ 

財団法人
ディフェ
ンスリサ
ーチセン
ター理事
長 

(被所有)
直接 
2.9％ 

－ － 

当社と財団
法人ディフ
ェンスリサ
ーチセンタ
ーとの取引 
(注)２ 

寄付金 38 － ─ 

建物の
無償貸
与等 
(注)４ 

14 － ─ 

財団法人
村井順記
念奨学財
団理事長 

(被所有)
直接 
2.9％ 

－ － 

当社と財団
法人村井順
記念奨学財
団との取引 
(注)３ 

寄付金 13 － ─ 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次の通りであり

ます。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,188.65円 

１株当たり当期純利益金額 175.11円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 174.99円 

１株当たり純資産額 1,222.93円 

１株当たり当期純利益金額 47.54円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 47.50円 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 17,752 4,951 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 177 177 

（うち利益処分による役員賞与金） (205) (202) 

（うち持分法適用会社の前期利益処分による役員

賞与金のうち提出会社の負担するべき金額） 
(△28) (△24) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 17,575 4,774 

期中平均株式数（千株） 100,372 100,432 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） ─ ─ 

普通株式増加数（千株） 69 82 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

新株予約権２種類（新株予

約権の数9,680個） 

（平成14年６月27日定時株

主総会決議によるもの4,680

個及び平成15年６月27日定

時株主総会決議5,000個）商

法第280条ノ20及び商法第

280条ノ21の規定に基づく特

別決議による新株予約権 

─── 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．当期末残高の（ ）内の金額は、１年以内に償還が予定されております。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は、次の通りであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は、次の通り

であります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率 
（％） 

担保 償還期限 

    平成年月日         平成年月日

当社 第９回無担保社債 17.３.29 
－

5,500

(－)
1.03 なし 24.３.29 

当社 第10回無担保社債 17.３.29 
－

3,000

(－)
1.03 なし 24.３.29 

当社 第11回無担保社債 17.３.29 
－

2,000

(－)
1.03 なし 24.３.29 

当社 第12回無担保社債 17.３.29 
－

500

(－)
1.03 なし 24.３.29 

広島綜合警備保障㈱ 第１回無担保社債 15.５.23 
300

(－)

300

(－)
0.49 なし 18.５.23 

広島綜合警備保障㈱ 第２回無担保社債 15.５.23 
200

(－)

200

(－)
0.50 なし 18.５.23 

北関東綜合警備保障㈱ 第１回無担保社債 15.７.31 
500

(－)

500

(－)
1.53 なし 20.７.30 

東北綜合警備保障㈱ 第１回無担保社債 15.12.25 
100

(－)

100

(100)
1.70 なし 17.12.22 

合計 ― ― 
1,100

(－)

12,100

(100)
― ― ― 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

500 2,200 2,700 2,200 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 25,905 41,967 1.4 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 5,398 5,107 1.6 － 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
16,004 12,881 1.4 

平成18年６月30日～

平成25年11月30日 

その他の有利子負債 － － － － 

計 47,308 59,956 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 3,964 4,215 3,042 1,488 
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２【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１. 現金及び預金 ※1   60,767     59,057  

２. 受取手形     489     174  

３. 売掛金     11,413     13,012  

４. 有価証券     62     ─  

５. 貯蔵品     3,400     4,086  

６. 前払費用     1,740     1,663  

７. 立替金     16,838     25,633  

８. 繰延税金資産     1,933     4,233  

９. その他     2,058     2,368  

貸倒引当金     △96     △71  

流動資産合計     98,607 51.9   110,157 54.1 

Ⅱ 固定資産              

１. 有形固定資産              

(1) 建物   16,688     17,598    

減価償却累計額   6,955 9,733   7,536 10,062  

(2) 構築物   480     486    

減価償却累計額   345 134   361 125  

(3) 機械及び装置   78,607     79,656    

減価償却累計額   63,755 14,852   65,329 14,326  

(4) 航空機   184     ─    

減価償却累計額   175 9   ─ ─  

(5) 車両運搬具   2,032     1,428    

減価償却累計額   1,901 131   1,340 87  

(6) 器具及び備品   5,248     6,026    

減価償却累計額   3,224 2,023   3,673 2,353  

(7) 土地 ※2   7,131     7,131  

(8) 建設仮勘定     455     661  

有形固定資産合計     34,471 18.1   34,747 17.0 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２. 無形固定資産              

(1) ソフトウェア     3,143     2,717  

(2) ソフトウェア仮勘定     －     2,364  

(3) 電気通信施設利用権     297     194  

(4) その他の無形固定資産     136     2  

無形固定資産合計     3,576 1.9   5,279 2.6 

３. 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券     16,270     16,971  

(2) 関係会社株式     8,084     9,914  

(3) 出資金     42     32  

(4) 長期貸付金     1,400     1,400  

(5) 従業員長期貸付金     528     481  

(6) 関係会社長期貸付金     205     1,099  

(7) 破産債権、更生債権そ
の他これらに準ずる債
権 

    641     626  

(8) 長期前払費用     1,152     1,364  

(9) 敷金保証金     8,208     7,946  

(10) 保険積立金     2,981     3,673  

(11) 繰延税金資産     15,772     11,899  

(12) その他     148     132  

貸倒引当金     △2,057     △2,038  

投資その他の資産合計     53,378 28.1   53,503 26.3 

固定資産合計     91,426 48.1   93,530 45.9 

資産合計     190,034 100.0   203,687 100.0 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１. 買掛金 ※3   8,431     9,192  

２. 短期借入金 ※1   25,184     40,867  

３. １年以内返済予定の長期
借入金 

    4,272     4,041  

４. 未払金 ※3   4,622     4,023  

５. 未払費用     2,867     2,961  

６. 未払法人税等     1,079     ─  

７. 未払消費税等     470     595  

８. 前受金     4,758     4,430  

９. 預り金     269     252  

10. 賞与引当金     2,750     2,802  

11. その他     396     467  

流動負債合計     55,101 29.0   69,634 34.2 

Ⅱ 固定負債              

１. 社債     ─     11,000  

２. 長期借入金     14,118     10,076  

３. 退職給付引当金     30,870     20,080  

４. 役員退職慰労引当金     521     559  

５. 執行役員退職慰労引当金     89     98  

６. 預り保証金     2,658     2,841  

固定負債合計     48,258 25.4   44,657 21.9 

負債合計     103,360 54.4   114,291 56.1 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※4   16,966 8.9   17,152 8.4 

Ⅱ 資本剰余金              

資本準備金     28,767 15.1   28,807 14.1 

Ⅲ 利益剰余金              

１. 利益準備金   792     792    

２. 任意積立金              

(1) 特別償却準備金   34     26    

(2) 別途積立金   14,000     14,000    

３. 当期未処分利益   29,641     31,882    

利益剰余金合計     44,468 23.4   46,701 22.9 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※2   △5,585 △2.9   △5,585 △2.7 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※6   2,060 1.1   2,324 1.2 

Ⅵ 自己株式 ※5   △2 △0.0   △3 △0.0 

資本合計     86,674 45.6   89,396 43.9 

負債及び資本合計     190,034 100.0   203,687 100.0 
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②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     176,207 100.0   178,151 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※4   131,231 74.5   136,443 76.6 

売上総利益     44,975 25.5   41,707 23.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2,4   39,688 22.5   40,249 22.6 

営業利益     5,287 3.0   1,458 0.8 

Ⅳ 営業外収益              

１. 受取利息   19     22    

２. 有価証券利息   15     14    

３. 受取配当金 ※3,4 1,784     3,755    

４. 保険配当金   195     73    

５. 受取賃貸料   229     283    

６. 経営協力料収入 ※4 180     230    

７. その他   751 3,177 1.8 741 5,123 2.9 

Ⅴ 営業外費用              

１. 支払利息   445     618    

２. 社債利息   212     0    

３. 固定資産除却損 ※5 448     325    

４. 社債発行費償却   ─     193    

５. その他   262 1,370 0.8 287 1,426 0.8 

経常利益     7,094 4.0   5,154 2.9 

Ⅵ 特別利益              

１. 厚生年金基金代行部分返上益   13,357     ─    

２. 子会社株式売却益   8     ─    

３. 投資有価証券売却益   ─ 13,365 7.6 700 700 0.4 

Ⅶ 特別損失              

１. 投資有価証券評価損   76     89    

２. 固定資産処分・評価損 ※6 507     ─    

３. 棚卸資産処分・評価損 ※7 299     ─    

４. 特別加算退職金   179     220    

５. 貸倒引当金繰入額   1,323     ─    

６. その他   70 2,457 1.4 ─ 309 0.2 

税引前当期純利益     18,002 10.2   5,544 3.1 

法人税、住民税及び事業税   2,977     313    

過年度法人税、住民税及び
事業税 

  ─     204    

法人税等調整額   3,839 6,816 3.9 1,077 1,594 0.9 

当期純利益     11,186 6.3   3,949 2.2 

前期繰越利益     18,455     27,932  

当期未処分利益     29,641     31,882  
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売上原価明細書 

③【利益処分計算書】 

 （注）１．特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

２．配当金は、発行済株式の総数から自己株式を除いて計算しております。 

   
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費              

給料   37,102     37,315    

賞与   5,078     6,005    

賞与引当金繰入額   1,786     1,848    

退職給付費用   3,115     2,522    

法定福利費   4,899     5,247    

その他   110 52,092 39.7 108 53,047 38.9 

Ⅱ 経費              

外注費   28,615     28,748    

減価償却費   6,961     7,109    

賃借料   7,007     7,892    

燃料費   1,015     1,077    

警備用通信費   5,704     5,544    

その他   10,603 59,907 45.7 11,533 61,904 45.4 

警備原価     112,000 85.4   114,952 84.3 

機器・工事原価     19,231 14.6   21,490 15.7 

売上原価     131,231 100.0   136,443 100.0 

               

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成16年６月29日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成17年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     29,641   31,882 

Ⅱ 任意積立金取崩額          

特別償却準備金取崩額   7 7 8 8 

合計     29,649   31,890 

Ⅲ 利益処分額          

１．配当金   1,706   1,709  

２．取締役賞与金   10 1,717 16 1,725 

Ⅳ 次期繰越利益     27,932   30,164 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によって

おります。 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

 デリバティブについては時価法によっ

ております。 

 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 先入先出法による原価法によっており

ます。 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。主な耐用年数は、次の通りで

あります。 

 建物      38～50年 

 機械及び装置     ５年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

  支出時に全額費用処理しております。 

(2)      ───  

  

(1) 新株発行費 

同左 

(2) 社債発行費 

  支出時に全額費用処理しております。 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。  

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法によ

り処理しております。  

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から処理することとしており

ます。  

  (追加情報) 

  当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金の代行部分につい

て、平成16年３月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受け

ました。 

 当社は「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第13号）第47-

２項に定める経過処置を摘要し、当該

将来分返上許可の日において代行部分

に係る退職給付債務と年金資産を消滅

したものとみなして会計処理をしてお

ります。 

 本処理に伴う当事業年度における損

益に与える影響額は、特別利益として

13,357百万円計上しております。 

 また、当事業年度末日現在において

測定された返還相当額（最低責任準備

金）は、24,813百万円であります。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。  

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法によ

り処理しております。  

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から処理することとしており

ます。  

────── 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 執行役員退職慰労引当金 

 執行役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(5) 執行役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 
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  表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、金利スワップについては特

例処理の条件を充たしている場合には

特例処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

 同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は次の通りで

あります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 銀行借入金 

 

  (3) ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減並びに金融収

支改善のため、内規に基づき、金利変

動リスクをヘッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

 同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップにつきましてはヘッジ

の高い有効性があるとみなされるた

め、有効性の評価は省略しておりま

す。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

 同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  

  

 （貸借対照表） 

 前事業年度まで無形固定資産の「その他」に含めて表

示しておりました「ソフトウェア仮勘定」は、当事業年

度において、資産の総額の100分の1を超えたため区分掲

記しました。 

 なお、前期末の「ソフトウェア仮勘定」は134百万円で

あります。 
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追加情報 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (未払賞与に対応する社会保険料会社負担額の費用処理

方法) 

 従来、賞与に対応する社会保険料のうち会社負担額に

ついては支出時の費用として処理しておりましたが、厚

生年金保険法等の改正により、平成15年４月から保険料

算定方式に総報酬制が導入されることに伴い、重要性が

増したため、当事業年度から未払賞与に対応する社会保

険料会社負担額を費用処理する方法に変更しておりま

す。 

 この変更により、前事業年度と同一の方法によった場

合に比べ、売上総利益は193百万円、営業利益、経常利

益、税引前純利益は299百万円それぞれ少なく計上され

ております。 

────── 

────── 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示について） 

 従来、法人事業税については全額を法人税、住民税及

び事業税として処理しておりましたが、平成16年４月１

日以降に始まる事業年度より、法人事業税に外形標準課

税が導入されたことに伴い、外形標準課税部分について

は、販売費及び一般管理費として費用処理する方法に変

更しております。 

 この変更により、当事業年度の法人事業税における外

形標準課税部分365百万円を販売費及び一般管理費へ計

上しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 現金及び預金 

 貸借対照表に計上した現金及び預金には、使用の

制限された警備輸送業務用現金41,047百万円が含ま

れております。また、短期借入金残高のうち、当該

業務で調達した資金が21,983百万円含まれておりま

す。 

 なお、貸借対照表に計上した現金及び預金の他

に、警備輸送業務において契約先から預かっている

現金及び預金が162,228百万円あります。 

※１ 現金及び預金 

 貸借対照表に計上した現金及び預金には、使用の

制限された警備輸送業務用現金38,216百万円が含ま

れております。また、短期借入金残高のうち、当該

業務で調達した資金が36,382百万円含まれておりま

す。 

 なお、貸借対照表に計上した現金及び預金の他

に、警備輸送業務において契約先から預かっている

現金及び預金が199,992百万円あります。 

※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上し

ております。 

※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上し

ております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条 第４号に定

める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために、国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

する方法を採用しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条 第４号に定

める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために、国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

する方法を採用しております。 

再評価を行った土地の当期末における時価が再

評価後の帳簿価額を下回る額 

再評価を行った土地の当期末における時価が再

評価後の帳簿価額を下回る額 

832百万円 1,119百万円 

※３ 関係会社に対する債権・債務 ※３ 関係会社に対する債権・債務 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対する債権債務のうち主なものは、次

の通りであります。 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対する債権債務のうち主なものは、次

の通りであります。 

買掛金 2,822百万円 

未払金 547 

買掛金 2,964百万円 

未払金 590 

※４ 株式の状況 ※４ 株式の状況 

授権株式数   普通株式 300,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 100,404,142株 

授権株式数   普通株式 300,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 100,566,742株 

※５ 自己株式の状況 ※５ 自己株式の状況 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,786

株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式2,458

株であります。 

※６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,060百万円

であります。 

※６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,324百万円

であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は43.1％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は56.9％

であります。 

 主要な費目及び金額は、次の通りであります。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は44.5％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は55.5％

であります。 

 主要な費目及び金額は、次の通りであります。 

広告宣伝費 1,800百万円 

給料 15,467 

賞与 2,683 

賞与引当金繰入額 978 

福利厚生費 3,208 

退職給付費用 1,381 

役員退職慰労引当金繰入額 64 

執行役員退職慰労引当金繰入額 61 

賃借料 4,395 

減価償却費 1,086 

貸倒引当金繰入額 93 

広告宣伝費 1,790百万円 

給料 15,610 

賞与 3,318 

賞与引当金繰入額 1,022 

福利厚生費 3,308 

退職給付費用 1,262 

役員退職慰労引当金繰入額 59 

執行役員退職慰労引当金繰入額 102 

賃借料 4,199 

減価償却費 1,074 

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費は、859百万円で

あります。 

 一般管理費に含まれる研究開発費は、506百万円で

あります。 

  

※３ 受取配当金には、海外会社の配当可能利益の資本

組入れによる株式配当金51百万円が含まれておりま

す。 

※３ 受取配当金には、海外会社の配当可能利益の資本

組入れによる株式配当金21百万円が含まれておりま

す。 

  

※４ 関係会社との取引に係るものの総額は、次の通り

であります。 

※４ 関係会社との取引に係るものの総額は、次の通り

であります。 

営業費用支払高 32,985百万円 

経営協力料収入 175 

受取配当金 1,311 

営業費用支払高 34,403百万円 

経営協力料収入 223 

受取配当金 3,416 

※５ 固定資産除却損の内容 ※５ 固定資産除却損の内容 

機械及び装置 333百万円

その他 115 

合計 448 

機械及び装置 227百万円

その他 97 

合計 325 

※６ 固定資産処分・評価損の主な内容 ※６         ────── 

電話加入権評価損 326百万円 

ソフトウェア廃棄損 179 

 

※７ 棚卸資産処分・評価損の主な内容 ※７                ────── 

棚卸資産廃棄損 279百万円  
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

車両運搬具 3,107 1,693 1,413 

器具及び備品 4,329 2,316 2,013 

合計 7,436 4,009 3,426 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

車両運搬具 3,117 1,645 1,472 

器具及び備品 4,744 2,625 2,119 

合計 7,862 4,270 3,592 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,476百万円 

１年超 2,325 

合計 3,801 

１年内 1,418百万円 

１年超 2,488 

合計 3,907 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 2,001百万円 

減価償却費相当額 1,543 

支払利息相当額 377 

支払リース料 2,041百万円 

減価償却費相当額 1,560 

支払利息相当額 383 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2,182百万円 

１年超 14,399 

合計 16,582 

１年内 2,072百万円 

１年超 12,192 

合計 14,265 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

同左 
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（税効果会計関係） 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成16年３月31日現在） 
 

当事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

繰延税金資産              

未払事業税   118       145  

賞与引当金損金算入限度超過額   1,119       1,273  

貸倒引当金損金算入限度超過額   833       814  

退職給付引当金損金算入限度超過額   11,374       7,630  

役員退職慰労引当金   212       227  

執行役員退職慰労引当金   36       40  

減価償却限度超過額   518       704  

警報機器設置工事費否認   3,832       3,711  

投資有価証券評価損   66       67  

繰越欠損金   ─       2,647  

その他   1,025       476  

繰延税金資産合計   19,136       17,740  

               

繰延税金負債              

特別償却準備金   △18       △12  

その他有価証券評価差額金   △1,413       △1,595  

繰延税金負債合計   △1,432       △1,608  

               

繰延税金資産の純額   17,705       16,132  

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目の内訳 

（単位：％） 

 
前事業年度 

(平成16年３月31日現在) 
 

当事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

法定実効税率   40.7       40.7  

（調 整）              

交際費等永久に損金に算入されない項目   0.6       2.3  

受取配当金等永久に益金に計上されない項目   △3.4       △25.3  

住民税均等割   1.6       5.5  

過年度法人税等   ―       3.7  

その他   △1.6       1.9  

税効果会計適用後の法人税等の負担率   37.9       28.8  
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次の通りであり

ます。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。  

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 863.17円 

１株当たり当期純利益金額 111.33円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 111.26円 

１株当たり純資産額 888.78円 

１株当たり当期純利益金額 39.16円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 39.13円 

 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 11,186 3,949 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 10 16 

（うち利益処分による役員賞与金） (10) (16) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 11,176 3,933 

期中平均株式数（千株） 100,385 100,446 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 69 82 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権２種類（新株

予約権の数9,680個） 

（平成14年６月27日定時株

主総会決議によるもの4,680

個及び平成15年６月27日定

時株主総会決議5,000個）商

法第280条ノ20及び商法第

280条ノ21の規定に基づく特

別決議による新株予約権 

      ──── 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

    台湾新光保全股份有限公司 32,094,327 2,078 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

第11回第11種優先株式 
2,000 2,000 

Mizuho Preferred Capital（Cayman）

1 Limited, Series B 
10 1,000 

Mizuho Preferred Capital（Cayman）

5 Limited, Series A 
10 1,000 

UFJ Capital Finance 4 Limited  

Series A 
100 1,000 

Resona Preferred Securities 

（Cayman）4 Limited Series B 
7 700 

㈱みずほフィナンシャルグループ    1,180 598 

日本ＥＲＩ㈱ 800 584 

MTH Preferred Capital 2 

（Cayman） Limited 
500 500 

㈱アイワイバンク銀行 10,000 500 

その他（203銘柄） 8,179,618 5,898 

    計 40,288,552 15,858 

    銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

     

BTM（Curacao）Holding N.V.(劣後債) 1,000 1,000 

    計 1,000 1,000 

    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

（投資信託受益証券）    

証券投資信託受益証券（11銘柄） 150,256,823 112 

    計 150,256,823 112 
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【有形固定資産等明細表】 

（注）１．機械及び装置の増加額は、主として小口多数の機械警備に係る警報機器の設置に伴うものであります。また、

減少額は、ＡＬＳＯＫ山陰㈱の設立に伴うもの243百万円の他、小口多数の機械警備の解約に伴う警報機器の廃

棄等によるものであります。 

   ２．「表示方法の変更」に記載の通り、前期まで「その他」に含めて表示しておりました「ソフトウェア仮勘定」

は、当期より区分掲記しております。なお、「ソフトウェア仮勘定」の当期増加額は、主として基幹業務システ

ムに係るソフトウェアの作成に伴うものであります。 

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期
末残高 
（百万円）

有形固定資産              

建物 16,688 1,061 151 17,598 7,536 685 10,062 

構築物 480 7 1 486 361 15 125 

機械及び装置(注)1 78,607 5,907 4,858 79,656 65,329 5,669 14,326 

航空機 184 ─ 184 ─ ─ ─ ─ 

車両運搬具 2,032 6 610 1,428 1,340 15 87 

器具及び備品 5,248 950 172 6,026 3,673 589 2,353 

土地 7,131 ─ ─ 7,131 ─ ─ 7,131 

建設仮勘定 455 654 448 661 ─ ─ 661 

有形固定資産計 110,828 8,586 6,426 112,988 78,240 6,974 34,747 

無形固定資産              

ソフトウェア 5,456 687 241 5,902 3,185 1,112 2,717 

ソフトウェア仮勘定(注)2 134 2,294 64 2,364 ― ― 2,364 

電気通信施設利用権 2,113 ─ 413 1,699 1,504 96 194 

その他の無形固定資産 2 ─ ─ 2 ─ 0 2 

無形固定資産計 7,706 2,982 719 9,969 4,689 1,209 5,279 

長期前払費用 1,997 627 592 2,032 668 368 1,364 

繰延資産              

新株発行費 ─ 2 2 ─ ─ 2 ─ 

社債発行費 ─ 193 193 ─ ─ 193 ─ 

繰延資産計 ─ 196 196 ─ ─ 196 ─ 
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【資本金等明細表】 

 （注）１．発行済株式数、資本金及び資本準備金の増加は、「ストックオプション（新株予約権または新株引受権）の

行使に伴う増加」であります。 

２．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

３．期末に保有する自己株式は、2,458株であります。 

【引当金明細表】 

（注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」224百万円のうち72百万円は、一般債権の貸倒実績率による洗替額による

ものであります。他の要因として、ゴルフ会員権の売却に伴うもの10百万円、ＡＬＳＯＫ山陰㈱の設立に伴うもの

1百万円があります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 16,966 186 ─ 17,152 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式(注)１ (株) (100,404,142) (162,600) (─) (100,566,742) 

普通株式(注)１ (百万円) 16,966 (186) (─) 17,152 

計 (株) (100,404,142) (162,600) (─) (100,566,742) 

計 (百万円) 16,966 186 ─ 17,152 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）          

株式払込剰余金(注)１ (百万円) 28,767 39 ─ 28,807 

計 (百万円) 28,767 39 ─ 28,807 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） (百万円) 792 ─ ─ 792 

（任意積立金）          

特別償却準備金(注)２ (百万円) 34 ─ 7 26 

別途積立金 (百万円) 14,000 ─ ─ 14,000 

計 (百万円) 14,826 ─ 7 14,819 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 2,153 220 38 224 2,110 

賞与引当金 2,750 2,802 2,750 ─ 2,802 

役員退職慰労引当金 521 59 21 ─ 559 

執行役員退職慰労引当金 89 59 50 ─ 98 
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(2)【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 38,267 

預金  

当座預金 9,480 

普通預金 7,823 

通知預金 421 

定期預金 2,465 

譲渡性預金 600 

別段預金 0 

小計 20,789 

合計 59,057 

相手先 金額（百万円） 

 東邦電気工業㈱ 36 

 東芝プラントシステム㈱ 9 

 ㈱イオンテクノサービス 8 

 片倉工業㈱ 6 

 住友電設㈱ 6 

 その他 107 

合計 174 

期日別 金額（百万円） 

平成17年４月 15 

５月 44 

６月 48 

７月 61 

８月 1 

９月以降 3 

合計 174 
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③ 売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  （注）１．当期発生高には、消費税等が含まれております。 

２．当期回収高には、ＡＬＳＯＫ山陰㈱の設立に伴い承継させた金額95百万円が含まれております。 

３. 当期回収高には、「破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権」に振替えた金額39百万円が含まれ

ておりますが、回収率の計算には含めておりません。 

④ 貯蔵品 

⑤ 立替金 

  （注） 警備輸送業務用立替金は、主に当社の入金機オンラインシステムサービス（入金された契

約先の売上金データを当社が確認の上、翌銀行営業日に契約先指定銀行口座に売上金と同

額を立替えて振込入金を行う資金管理業務）に係るものであります。 

相手先 金額（百万円） 

 ㈱アイワイバンク銀行 866 

 ㈱ジェイ・エフ・エル 245 

 外務省 218 

 三菱電機ビルテクノサービス㈱ 216 

 日本オンライン整備㈱ 145 

 その他 11,319 

合計 13,012 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

―――――
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
――――― 

２ 
―――――― 

(B) 
――――― 

365 

11,413 187,058 185,460 13,012 93.4 23.8 

区分 金額（百万円） 

警報機器貯蔵品 3,889 

装備装具貯蔵品 101 

一般貯蔵品 95 

合計 4,086 

区分 金額（百万円） 

警備輸送業務用立替金 25,382 

その他 251 

合計 25,633 
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⑥ 繰延税金資産（固定資産） 

 内訳につきましては、「２．財務諸表等 (1)財務諸表 注記事項（税効果会計関係）」に記載の通りであり

ます。 

⑦ 買掛金 

⑧ 短期借入金 

⑨ 社債 

 内訳につきましては、「１．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表」に記載の

通りであります。 

⑩ 退職給付引当金 

(3)【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

 綜警電気工事㈱ 1,074 

 竹中エンジニアリング㈱ 785 

 日本電気㈱ 460 

 ホーチキ㈱ 326 

 オムロン㈱ 280 

 その他 6,264 

合計 9,192 

借入先名 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 26,857 

㈱三井住友銀行 3,442 

㈱東京三菱銀行 2,102 

㈱りそな銀行 2,065 

㈱ＵＦＪ銀行 1,743 

その他 4,655 

合計 40,867 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 51,839 

年金資産 △28,033 

未認識数理計算上の差異 △3,725 

合計 20,080 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
無料 

（ただし、不所持株券の交付および株券の再発行の場合は、印紙税相当額） 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 （第39期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）平成16年６月30日関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 

 （第40期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）平成16年12月28日関東財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書 

 平成17年３月８日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成１６年６月２９日

綜合警備保障 株式会社    

  取締役会 御中  

  ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 本田 親彦  印 

  関与社員   公認会計士 鈴木 教夫  印 

  関与社員   公認会計士 森川 寛行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている綜合警備

保障株式会社の平成15年4月1日から平成16年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、綜合

警備保障株式会社及び連結子会社の平成16年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月２９日

綜合警備保障 株式会社    

  取締役会 御中  

  ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本田 親彦  印 

  業務執行社員   公認会計士 鈴木 教夫  印 

  業務執行社員   公認会計士 森川 寛行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている綜合警備

保障株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、綜合

警備保障株式会社及び連結子会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成１６年６月２９日

綜合警備保障 株式会社    

  取締役会 御中  

  ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 本田 親彦  印 

  関与社員   公認会計士 鈴木 教夫  印 

  関与社員   公認会計士 森川 寛行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている綜合警備

保障株式会社の平成15年4月1日から平成16年3月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、綜合警備

保障株式会社の平成16年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月２９日

綜合警備保障 株式会社    

  取締役会 御中  

  ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本田 親彦  印 

  業務執行社員   公認会計士 鈴木 教夫  印 

  業務執行社員   公認会計士 森川 寛行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている綜合警備

保障株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、綜合警備

保障株式会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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